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奈良市報告第５６号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　和解及び損害賠償の額の決定について

－1－



市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　令和５年１０月６日

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　令和５年７月１８日午前９時３０分頃、奈良市朱雀五丁目地内において発生した、本市

の公用車が相手方の収集車に接触した事故について、和解により次のとおり損害賠償の額

を決定するものとする。

１　損害賠償の額　　８７，５５０円

－2－



奈良市報告第５７号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　和解及び損害賠償の額の決定について

－3－



市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　令和５年１０月１３日

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　令和５年８月１０日午後４時１０分頃、奈良市登大路町地内において発生した、市道の

穴ぼこにより、走行していた相手方の軽自動車のタイヤが損傷した事故について、和解に

より次のとおり損害賠償の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　　６７，７６０円

－4－



奈良市報告第５８号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　和解及び損害賠償の額の決定について

－5－



市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　令和５年１０月２３日

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　令和５年５月２５日午後２時５０分頃、奈良市六条一丁目地内において発生した、本市

の公用車がアパート駐車場の照明に接触した事故について、和解により次のとおり損害賠

償の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　　８１，４００円

－6－



奈良市報告第５９号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　和解及び損害賠償の額の決定について

－7－



市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　令和５年１０月２３日

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　令和５年９月２１日午後４時２０分頃、奈良市八条五丁目地内において発生した、市道

の穴ぼこにより、走行していた相手方の普通自動車のタイヤが損傷した事故について、和

解により次のとおり損害賠償の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　　２０８，８０２円

－8－



奈良市報告第６０号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　和解及び損害賠償の額の決定について

－9－



市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　令和５年１０月３１日

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　令和５年５月１５日午後１時３２分頃、奈良市中町地内において発生した、本市の公用

車が相手方の自転車と接触し、相手方が負傷した事故について、和解により次のとおり損

害賠償の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　　９０４，８２９円

－10－



奈良市報告第６１号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　和解及び損害賠償の額の決定について

－11－



市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　令和５年１０月３１日

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　令和５年８月１５日午前１時頃、奈良市中山町西二丁目地内において発生した、奈良市

とみの里地域ふれあい会館敷地内からの倒木により、隣接するマンションのフェンスを破

損させた事故について、和解により次のとおり損害賠償の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　　１９８，８８０円

－12－



奈良市報告第６２号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　和解及び損害賠償の額の決定について

－13－



市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　令和５年１０月３１日

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　令和５年９月１７日午後３時頃、奈良市八条五丁目地内において発生した、市道の穴ぼ

こにより、走行していた相手方の軽自動車のタイヤが損傷した事故について、和解により

次のとおり損害賠償の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　　７，０００円

－14－



奈良市報告第６３号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　和解及び損害賠償の額の決定について

－15－



市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　令和５年１１月３日

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　令和５年７月２５日午後０時１０分頃、奈良市秋篠三和町一丁目地内において発生した、

本市の公用車が相手方の軽自動車と接触した事故について、和解により次のとおり損害賠

償の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　　３６４，４００円

－16－



奈良市議案第１２１号

令和５年度奈良市一般会計
補正予算（第５号）　　　

　令和５年度奈良市の一般会計補正予算（第５号）は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第�１条　歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ１，４７８，６２５千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１５７，２４５，９０９千円とする。

２�　歳入歳出予算の補正の款・項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

　（債務負担行為の補正）

第�２条　債務負担行為の追加は、「第２表　債務負担行為補正」による。

　（地方債の補正）

第�３条　地方債の変更は、「第３表　地方債補正」による。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

－17－



款 項 補正前の額 補　正　額 計

12．地 方 交 付 税 19,280,000 271,463 19,551,463

１．地 方 交 付 税 19,280,000 271,463 19,551,463

16．国 庫 支 出 金 34,037,625 553,151 34,590,776

１．国 庫 負 担 金 21,825,512 253,000 22,078,512

２．国 庫 補 助 金 3,611,241 143,781 3,755,022

４．国 庫 交 付 金 8,453,499 156,370 8,609,869

17．県 支 出 金 10,487,764 92,404 10,580,168

２．県 補 助 金 1,877,222 92,404 1,969,626

19．寄 附 金 806,440 350,000 1,156,440

1．寄 附 金 806,440 350,000 1,156,440

21．繰 越 金 1,593,425 93,407 1,686,832

1．繰 越 金 1,593,425 93,407 1,686,832

23．市 債 15,375,100 118,200 15,493,300

１．市 債 15,375,100 118,200 15,493,300

歳　　　入　　　合　　　計 155,767,284 1,478,625 157,245,909

千円 千円 千円

款 項 補正前の額 補　正　額 計

１．議 会 費 661,939 2,180 664,119

１．議 会 費 661,939 2,180 664,119

２．総 務 費 17,525,601 579,409 18,105,010

１．総 務 管 理 費 11,787,637 261,581 12,049,218

３．徴 税 費 1,544,556 249,015 1,793,571

４．戸 籍 住 民	
基 本 台 帳 費 1,116,886 66,998 1,183,884

５．選 挙 費 216,919 1,350 218,269

千円 千円 千円

第１表　歳入歳出予算補正

　歳　入

　歳　出
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款 項 補正前の額 補　正　額 計

６．統 計 調 査 費 31,290 △ 2,897 28,393

７．監 査 委 員 費 58,661 3,362 62,023

３．民 生 費 70,399,513 666,792 71,066,305

１．社 会 福 祉 費 33,174,554 42,362 33,216,916

２．児 童 福 祉 費 24,055,813 355,280 24,411,093

３．生 活 保 護 費 12,972,977 274,850 13,247,827

４．国民年金事務費 196,169 △ 5,700 190,469

４．衛 生 費 14,665,725 △ 1,100 14,664,625

１．保 健 衛 生 費 6,606,626 △ 3,275 6,603,351

２．保 健 所 費 1,640,304 △ 90,220 1,550,084

３．清 掃 費 6,266,969 92,395 6,359,364

５．労 働 費 125,910 470 126,380

１．労 働 諸 費 125,910 470 126,380

６．農 林 水 産 業 費 800,303  369 800,672

１．農 林 費 800,303  369 800,672

７．商 工 費 813,143 △ 4,096 809,047

１．商 工 費 813,143 △ 4,096 809,047

８．観 光 費 1,071,096 415 1,071,511

１．観 光 費 1,071,096 415 1,071,511

９．土 木 費 11,300,076 297,382 11,597,458

１．土 木 管 理 費 153,265 △ 234 153,031

２．道 路 橋 梁 費 3,693,075 198,491 3,891,566

３．河 川 費 301,477 9,065 310,542

４．都 市 計 画 費 5,354,845 92,010 5,446,855

６．住 宅 費 524,664 △ 1,950 522,714

千円 千円 千円
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款 項 補正前の額 補　正　額 計

10．消 防 費 4,262,127 △ 6,275 4,255,852

１．消 防 費 4,262,127 △ 6,275 4,255,852

11．教 育 費 15,742,067 △ 56,921 15,685,146

１．教 育 総 務 費 5,258,818 △ 25,500 5,233,318

２．小 学 校 費 3,062,697 6,260 3,068,957

３．中 学 校 費 1,130,140 △ 10,608 1,119,532

４．高 等 学 校 費 975,905 △ 26,441 949,464

５．幼 稚 園 費 767,355 △ 62,150 705,205

７．保 健 体 育 費 2,852,619 61,518 2,914,137

歳　　　出　　　合　　　計 155,767,284 1,478,625 157,245,909

千円 千円 千円

事　　　　　　　　項 期　　　間 限　　　度　　　額

人 事 給 与 シ ス テ ム 改 修 経 費 令和５年度から	
令和６年度まで 3,900 

人 材 管 理 シ ス テ ム 導 入 経 費 令和５年度から	
令和10年度まで 94,700 

太 陽 光 発 電 設 備 導 入	
可 能 性 診 断 調 査 委 託

令和５年度から	
令和６年度まで 12,000 

脱 炭 素 先 行 地 域 計 画	
策 定 業 務 委 託

令和５年度から	
令和６年度まで 20,000 

総 合 税 シ ス テ ム 改 修 経 費 令和５年度から	
令和６年度まで 54,000 

後 期 高 齢 者 健 康 診 査	
受 診 券 印 刷 等 経 費

令和５年度から	
令和６年度まで 2,300 

学 習 支 援 業 務 委 託 令和５年度から	
令和６年度まで 13,000 

ガ ス 冷 却 塔 下 シ ュ ー ト	
改 修 工 事

令和５年度から	
令和６年度まで 120,000 

道 路 橋 梁 維 持 補 修 経 費 令和５年度から	
令和６年度まで 50,000 

Ａ Ｉ 学 習 ド リ ル 導 入 経 費 令和５年度から	
令和10年度まで 490,000 

千円

第２表　債務負担行為補正

　１．追加分
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事　　　　　　　　項 期　　　間 限　　　度　　　額

プ ロ グ ラ ミ ン グ 学 習	
教 材 導 入 経 費

令和５年度から	
令和８年度まで 20,400 

小 学 校 教 科 用 図 書 ・ 指 導 書	
購 入 経 費

令和５年度から	
令和６年度まで 112,840 

指 定 管 理 者 に よ る 奈 良 市	
ならまちセンターの管理に要する経費

令和６年度から	
令和８年度まで

協定に基づき決定した指定期	
間中における管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 入 江 泰 𠮷 記 念	
奈良市写真美術館の管理に要する経費

令和６年度から	
令和10年度まで

協定に基づき決定した指定期	
間中における管理に要する額

指定管理者による入江泰𠮷旧居の	
管 理 に 要 す る 経 費

令和６年度から	
令和10年度まで

協定に基づき決定した指定期	
間中における管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 奈 良 市	
音 声 館 の 管 理 に 要 す る 経 費

令和６年度から	
令和10年度まで

協定に基づき決定した指定期	
間中における管理に要する額

指定管理者による奈良市済美地域	
ふれあい会館の管理に要する経費

令和６年度から	
令和10年度まで

協定に基づき決定した指定期	
間中における管理に要する額

指定管理者による奈良市柳生地域	
ふれあい会館の管理に要する経費

令和６年度から	
令和10年度まで

協定に基づき決定した指定期	
間中における管理に要する額

指定管理者による奈良市とみの里	
地域ふれあい会館の管理に要する経費

令和６年度から	
令和10年度まで

協定に基づき決定した指定期	
間中における管理に要する額

指定管理者による奈良市右京地域	
ふれあい会館の管理に要する経費

令和６年度から	
令和10年度まで

協定に基づき決定した指定期	
間中における管理に要する額

指定管理者による奈良市帯解地域	
ふれあい会館の管理に要する経費

令和６年度から	
令和10年度まで

協定に基づき決定した指定期	
間中における管理に要する額

指定管理者による奈良市朱雀地域	
ふれあい会館の管理に要する経費

令和６年度から	
令和10年度まで

協定に基づき決定した指定期	
間中における管理に要する額

指定管理者による奈良市東市地域	
ふれあい会館の管理に要する経費

令和６年度から	
令和10年度まで

協定に基づき決定した指定期	
間中における管理に要する額

指定管理者による奈良市左京地域	
ふれあい会館の管理に要する経費

令和６年度から	
令和10年度まで

協定に基づき決定した指定期	
間中における管理に要する額

指定管理者による奈良市青和地域	
ふれあい会館の管理に要する経費

令和６年度から	
令和10年度まで

協定に基づき決定した指定期	
間中における管理に要する額

指定管理者による奈良市佐保川地域	
ふれあい会館の管理に要する経費

令和６年度から	
令和10年度まで

協定に基づき決定した指定期	
間中における管理に要する額

指定管理者による奈良市辰市地域	
ふれあい会館の管理に要する経費

令和６年度から	
令和10年度まで

協定に基づき決定した指定期	
間中における管理に要する額

指定管理者による奈良市月瀬地域	
ふれあい会館の管理に要する経費

令和６年度から	
令和10年度まで

協定に基づき決定した指定期	
間中における管理に要する額

指定管理者による奈良市西大寺北	
地域ふれあい会館の管理に要する経費

令和６年度から	
令和10年度まで

協定に基づき決定した指定期	
間中における管理に要する額

指定管理者による奈良市佐保台地域	
ふれあい会館の管理に要する経費

令和６年度から	
令和10年度まで

協定に基づき決定した指定期	
間中における管理に要する額

指定管理者による奈良市都跡地域	
ふれあい会館の管理に要する経費

令和６年度から	
令和10年度まで

協定に基づき決定した指定期	
間中における管理に要する額

指定管理者による奈良市大安寺西	
地域ふれあい会館の管理に要する経費

令和６年度から	
令和10年度まで

協定に基づき決定した指定期	
間中における管理に要する額

指定管理者による奈良市東里地域	
ふれあい会館の管理に要する経費

令和６年度から	
令和10年度まで

協定に基づき決定した指定期	
間中における管理に要する額

千円
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事　　　　　　　　項 期　　　間 限　　　度　　　額

指定管理者による奈良市佐保地域	
ふれあい会館の管理に要する経費

令和６年度から	
令和10年度まで

協定に基づき決定した指定期	
間中における管理に要する額

指定管理者による奈良市伏見地域	
ふれあい会館の管理に要する経費

令和６年度から	
令和10年度まで

協定に基づき決定した指定期	
間中における管理に要する額

指定管理者による奈良市明治地域	
ふれあい会館の管理に要する経費

令和６年度から	
令和10年度まで

協定に基づき決定した指定期	
間中における管理に要する額

指定管理者によるなら１００年会館	
の 管 理 に 要 す る 経 費

令和６年度から	
令和８年度まで

協定に基づき決定した指定期	
間中における管理に要する額

指定管理者による奈良市西部会館	
市 民 ホ ー ル の 管 理 に 要 す る 経 費

令和６年度から	
令和10年度まで

協定に基づき決定した指定期	
間中における管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 奈 良 市 美 術 館	
の 管 理 に 要 す る 経 費

令和６年度から	
令和８年度まで

協定に基づき決定した指定期	
間中における管理に要する額

指定管理者による奈良市北部会館	
市民文化ホールの管理に要する経費

令和６年度から	
令和10年度まで

協定に基づき決定した指定期	
間中における管理に要する額

指定管理者による奈良市緑ヶ丘球場ほか	
１ ７ 施 設 の 管 理 に 要 す る 経 費

令和６年度から	
令和８年度まで

協定に基づき決定した指定期	
間中における管理に要する額

指定管理者による奈良市青少年野外	
活動センターの管理に要する経費

令和６年度から	
令和10年度まで

協定に基づき決定した指定期	
間中における管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 奈 良 市 営	
西部会館駐車場の管理に要する経費

令和６年度から	
令和８年度まで

協定に基づき決定した指定期	
間中における管理に要する額

指定管理者による奈良市生涯学習センターほか	
２ ３ 施 設 の 管 理 に 要 す る 経 費

令和６年度から	
令和10年度まで

協定に基づき決定した指定期	
間中における管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 奈 良 市 黒 髪 山	
キャンプフィールドの管理に要する経費

令和６年度から	
令和10年度まで

協定に基づき決定した指定期	
間中における管理に要する額

第３表　地方債補正

　１．変更分

起　債　の　目　的
限　　　　　度　　　　　額

補　　正　　前 補　　正　　後

道 路 事 業 1,860,700 1,933,900

都 市 計 画 事 業 2,081,400 2,126,400

計 15,375,100 15,493,300

千円 千円
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奈良市議案第１２２号

令和５年度奈良市国民健康保険
特別会計補正予算（第３号）　

　令和５年度奈良市の国民健康保険特別会計補正予算（第３号）は、次に定めるところに

よる。

　（歳入歳出予算の補正）

第�１条　歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ１６，７９９千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ３７，３４８，４４１千円とする。

２�　歳入歳出予算の補正の款・項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

－23－



第１表　歳入歳出予算補正

　歳　入

款 項 補正前の額 補　正　額 計

６．繰 越 金 11,642 16,799 28,441

１．繰 越 金 11,642 16,799 28,441

歳　　　入　　　合　　　計 37,331,642 16,799 37,348,441

千円 千円 千円

　歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

７．諸 支 出 金 42,949 16,799 59,748

１．還 付 及 び	
還 付 加 算 金 42,449 16,799 59,248

歳　　　出　　　合　　　計 37,331,642 16,799 37,348,441

千円 千円 千円
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奈良市議案第１２３号

令和５年度奈良市土地区画整理事業
特別会計補正予算（第１号）　　　

　令和５年度奈良市の土地区画整理事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるとこ

ろによる。

　（歳出予算の補正）

第�１条　歳入歳出予算の総額を補正することなく、歳出予算の款・項のみを補正する。

２�　歳出予算の補正の款・項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳出予算の金

額は、「第１表　歳出予算補正」による。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

－25－



第１表　歳出予算補正

　歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

１．西 大 寺 駅 南	
地 区 土 地 区 画	
整 理 事 業 費

103,841 △ 50,341 53,500

１．西 大 寺 駅 南	
地区土地区画	
整 理 事 業 費

103,841 △ 50,341 53,500

２．Ｊ Ｒ 奈 良 駅 南	
地 区 土 地 区 画	
整 理 事 業 費

682,059 50,341 732,400

１．ＪＲ奈良駅南	
地区土地区画	
整 理 事 業 費

682,059 50,341 732,400

歳　　　出　　　合　　　計 1,365,000 ― 1,365,000

千円 千円 千円
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奈良市議案第１２４号

令和５年度奈良市後期高齢者医療
特別会計補正予算（第１号）　　

　令和５年度奈良市の後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところ

による。

　（債務負担行為の補正）

第１条　債務負担行為の廃止は、「第１表　債務負担行為補正」による。

　　令和５年１１月３０日提出　

奈良市長　　仲　川　元　庸　　
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事　　　　　　　　項 期　　　間 限　　　度　　　額

後期高齢者健康診査受診券印刷等経費 令和５年度から	
令和６年度まで 2,300 

千円

第１表　債務負担行為補正

　１．廃止分
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記

念
奈

良
市

写
真

美
術

館
の

管
理

に
要

す
る

経
費

令
和

６
年

度

令
和

年
度

プ
ロ

グ
ラ

ミ
ン

グ
学

習
教

材
導

入
経

費

令
和

５
年

度

令
和

８
年

度

小
学

校
教

科
用

図
書

・
指

導
書

購
入

経
費

令
和

５
年

度

令
和

６
年

度

左
の

財
源

内
訳

前
年

度
末

ま
で

の
支

出
（

見
込

）
額

当
該

年
度

以
降

の
支

出
予

定
額

事
項

限
度

額
特

定
財

源
一

般
財

源
期

間
金

額
国

県
支

出
金

地
方

債
そ

の
他

金
額

期
間

全
　
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
な

ら
ま

ち
セ

ン
タ

ー
の

管
理

に
要

す
る

経
費

令
和

６
年

度

令
和

８
年

度

協
定
に

基
づ
き

決
定
し

た
指
定

期
間
中

に
お
け

る
管
理

に
要
す

る
額

限
度
額

に
同

じ

協
定
に
基
づ
き

決
定
し
た
指
定

期
間
中
に
お
け

る
管
理
に
要
す

る
額

限
度

額

に
同
じ

全
　
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

入
江

泰
吉

旧
居

の
管

理
に

要
す

る
経

費

令
和

６
年

度

令
和

年
度
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か
ら

ま
で

か
ら

ま
で

か
ら

ま
で

か
ら

ま
で

か
ら

ま
で

か
ら

ま
で

全
　
額

令
和

６
年

度
協
定
に

基
づ
き

決
定
し

た
指
定

期
間
中

に
お
け

る
管
理

に
要
す

る
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
大

安
寺

西
地

域
ふ

れ
あ
い

会
館

の
管

理
に

要
す

る
経

費
令

和
年

度

限
度

額

に
同
じ

協
定
に
基
づ
き

決
定
し
た
指
定

期
間
中
に
お
け

る
管
理
に
要
す

る
額

限
度
額

に
同

じ
全

　
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
辰

市
地

域
ふ

れ
あ

い
会

館
の

管
理

に
要

す
る

経
費

令
和

６
年

度

令
和

年
度

協
定
に

基
づ
き

決
定
し

た
指
定

期
間
中

に
お
け

る
管
理

に
要
す

る
額

限
度
額

に
同

じ
全

　
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
月

瀬
地

域
ふ

れ
あ

い
会

館
の

管
理

に
要

す
る

経
費

令
和

６
年

度

令
和

年
度

協
定
に

基
づ
き

決
定
し

た
指
定

期
間
中

に
お
け

る
管
理

に
要
す

る
額

限
度
額

に
同

じ
全

　
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
西

大
寺

北
地

域
ふ

れ
あ
い

会
館

の
管

理
に

要
す

る
経

費

令
和

６
年

度

令
和

年
度

協
定
に

基
づ
き

決
定
し

た
指
定

期
間
中

に
お
け

る
管
理

に
要
す

る
額

限
度
額

に
同

じ
全

　
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
佐

保
台

地
域

ふ
れ

あ
い

会
館

の
管

理
に

要
す

る
経

費

令
和

６
年

度

令
和

年
度

協
定
に

基
づ
き

決
定
し

た
指
定

期
間
中

に
お
け

る
管
理

に
要
す

る
額

限
度
額

に
同

じ
全

　
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
都

跡
地

域
ふ

れ
あ

い
会

館
の

管
理

に
要

す
る

経
費

令
和

６
年

度

令
和

年
度

か
ら

ま
で

か
ら

ま
で

か
ら

ま
で

か
ら

ま
で

か
ら

ま
で

全
　
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
朱

雀
地

域
ふ

れ
あ

い
会

館
の

管
理

に
要

す
る

経
費

令
和

６
年

度

令
和

年
度

全
　
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
東

市
地

域
ふ

れ
あ

い
会

館
の

管
理

に
要

す
る

経
費

令
和

６
年

度

令
和

年
度

左
の

財
源

内
訳

前
年

度
末

ま
で
の

支
出

（
見

込
）
額

当
該

年
度

以
降

の
支

出
予

定
額

事
項

限
度

額
特

定
財

源
一

般
財

源
期

間
金

額
期

間
金

額
国

県
支

出
金

地
方

債
そ

の
他

協
定
に
基
づ
き

決
定
し
た
指
定

期
間
中
に
お
け

る
管
理
に
要
す

る
額

限
度

額

に
同
じ

協
定
に
基
づ
き

決
定
し
た
指
定

期
間
中
に
お
け

る
管
理
に
要
す

る
額

限
度
額

に
同

じ

協
定
に
基
づ
き

決
定
し
た
指
定

期
間
中
に
お
け

る
管
理
に
要
す

る
額

限
度

額

に
同
じ

全
　
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
左

京
地

域
ふ

れ
あ

い
会

館
の

管
理

に
要

す
る

経
費

令
和

６
年

度

令
和

年
度

協
定
に

基
づ
き

決
定
し

た
指
定

期
間
中

に
お
け

る
管
理

に
要
す

る
額

限
度
額

に
同

じ
全

　
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
青

和
地

域
ふ

れ
あ

い
会

館
の

管
理

に
要

す
る

経
費

令
和

６
年

度

令
和

年
度

協
定
に

基
づ
き

決
定
し

た
指
定

期
間
中

に
お
け

る
管
理

に
要
す

る
額

限
度
額

に
同

じ
全

　
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
佐

保
川

地
域

ふ
れ

あ
い

会
館

の
管

理
に

要
す

る
経

費

令
和

６
年

度

令
和

年
度
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か
ら

ま
で

か
ら

ま
で

か
ら

ま
で

か
ら

ま
で

か
ら

ま
で

か
ら

ま
で

全
　
額

令
和

６
年

度
協
定
に

基
づ
き

決
定
し

た
指
定

期
間
中

に
お
け

る
管
理

に
要
す

る
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
大

安
寺

西
地

域
ふ

れ
あ
い

会
館

の
管

理
に

要
す

る
経

費
令

和
年

度

限
度
額

に
同

じ

協
定
に
基
づ
き

決
定
し
た
指
定

期
間
中
に
お
け

る
管
理
に
要
す

る
額

限
度

額

に
同
じ

全
　
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
辰

市
地

域
ふ

れ
あ

い
会

館
の

管
理

に
要

す
る

経
費

令
和

６
年

度

令
和

年
度

協
定
に

基
づ
き

決
定
し

た
指
定

期
間
中

に
お
け

る
管
理

に
要
す

る
額

限
度
額

に
同

じ
全

　
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
月

瀬
地

域
ふ

れ
あ

い
会

館
の

管
理

に
要

す
る

経
費

令
和

６
年

度

令
和

年
度

協
定
に

基
づ
き

決
定
し

た
指
定

期
間
中

に
お
け

る
管
理

に
要
す

る
額

限
度
額

に
同

じ
全

　
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
西

大
寺

北
地

域
ふ

れ
あ
い

会
館

の
管

理
に

要
す

る
経

費

令
和

６
年

度

令
和

年
度

協
定
に

基
づ
き

決
定
し

た
指
定

期
間
中

に
お
け

る
管
理

に
要
す

る
額

限
度
額

に
同

じ
全

　
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
佐

保
台

地
域

ふ
れ

あ
い

会
館

の
管

理
に

要
す

る
経

費

令
和

６
年

度

令
和

年
度

協
定
に

基
づ
き

決
定
し

た
指
定

期
間
中

に
お
け

る
管
理

に
要
す

る
額

限
度
額

に
同

じ
全

　
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
都

跡
地

域
ふ

れ
あ

い
会

館
の

管
理

に
要

す
る

経
費

令
和

６
年

度

令
和

年
度

か
ら

ま
で

か
ら

ま
で

か
ら

ま
で

か
ら

ま
で

か
ら

ま
で

全
　
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
朱

雀
地

域
ふ

れ
あ

い
会

館
の

管
理

に
要

す
る

経
費

令
和

６
年

度

令
和

年
度

全
　
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
東

市
地

域
ふ

れ
あ

い
会

館
の

管
理

に
要

す
る

経
費

令
和

６
年

度

令
和

年
度

左
の

財
源

内
訳

前
年

度
末

ま
で
の

支
出

（
見

込
）
額

当
該

年
度

以
降

の
支

出
予

定
額

事
項

限
度

額
特

定
財

源
一

般
財

源
期

間
金

額
期

間
金

額
国

県
支

出
金

地
方

債
そ

の
他

協
定
に
基
づ
き

決
定
し
た
指
定

期
間
中
に
お
け

る
管
理
に
要
す

る
額

限
度

額

に
同
じ

協
定
に
基
づ
き

決
定
し
た
指
定

期
間
中
に
お
け

る
管
理
に
要
す

る
額

限
度
額

に
同

じ

協
定
に
基
づ
き

決
定
し
た
指
定

期
間
中
に
お
け

る
管
理
に
要
す

る
額

限
度

額

に
同
じ

全
　
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
左

京
地

域
ふ

れ
あ

い
会

館
の

管
理

に
要

す
る

経
費

令
和

６
年

度

令
和

年
度

協
定
に

基
づ
き

決
定
し

た
指
定

期
間
中

に
お
け

る
管
理

に
要
す

る
額

限
度
額

に
同

じ
全

　
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
青

和
地

域
ふ

れ
あ

い
会

館
の

管
理

に
要

す
る

経
費

令
和

６
年

度

令
和

年
度

協
定
に

基
づ
き

決
定
し

た
指
定

期
間
中

に
お
け

る
管
理

に
要
す

る
額

限
度
額

に
同

じ
全

　
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
佐

保
川

地
域

ふ
れ

あ
い

会
館

の
管

理
に

要
す

る
経

費

令
和

６
年

度

令
和

年
度
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か
ら

ま
で

か
ら

ま
で

か
ら

ま
で

か
ら

ま
で

か
ら

ま
で

か
ら

ま
で

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
青

少
年

野
外

活
動

セ
ン

タ
ー

の
管

理
に

要
す

る
経

費

令
和

６
年

度

令
和

年
度

協
定
に

基
づ
き

決
定
し

た
指
定

期
間
中

に
お
け

る
管
理

に
要
す

る
額

限
度
額

に
同

じ
全

　
額

限
度
額

に
同

じ
全

　
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
西

部
会

館
市

民
ホ

ー
ル

の
管

理
に

要
す

る
経

費

令
和

６
年

度

令
和

年
度

協
定
に

基
づ
き

決
定
し

た
指
定

期
間
中

に
お
け

る
管
理

に
要
す

る
額

全
　
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
美

術
館

の
管

理
に

要
す

る
経

費

令
和

６
年

度

令
和

８
年

度

全
　
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
北

部
会

館
市

民
文

化
ホ

ー
ル

の
管

理
に

要
す

る
経

費

令
和

６
年

度

令
和

年
度

協
定
に

基
づ
き

決
定
し

た
指
定

期
間
中

に
お
け

る
管
理

に
要
す

る
額

限
度
額

に
同

じ

限
度
額

に
同

じ
全

　
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
緑

ヶ
丘

球
場

ほ
か

施
設

の
管

理
に

要
す

る
経

費

令
和

６
年

度

令
和

８
年

度

協
定
に

基
づ
き

決
定
し

た
指
定

期
間
中

に
お
け

る
管
理

に
要
す

る
額

限
度
額

に
同

じ
全

　
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
営

西
部

会
館

駐
車

場
の

管
理

に
要

す
る

経
費

令
和

６
年

度

令
和

８
年

度

協
定
に

基
づ
き

決
定
し

た
指
定

期
間
中

に
お
け

る
管
理

に
要
す

る
額

協
定
に

基
づ
き

決
定
し

た
指
定

期
間
中

に
お
け

る
管
理

に
要
す

る
額

限
度
額

に
同

じ

か
ら

ま
で

か
ら

ま
で

か
ら

ま
で

か
ら

ま
で

か
ら

ま
で

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
明

治
地

域
ふ

れ
あ

い
会

館
の

管
理

に
要

す
る

経
費

令
和

６
年

度

令
和

年
度

協
定
に

基
づ
き

決
定
し

た
指
定

期
間
中

に
お
け

る
管
理

に
要
す

る
額

限
度
額

に
同

じ

金
額

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他

全
　
額

限
度
額

に
同

じ

左
の

財
源

内
訳

前
年

度
末

ま
で
の

支
出

（
見

込
）
額

当
該

年
度

以
降

の
支

出
予

定
額

事
項

限
度

額
特

定
財

源
一

般
財

源
期

間
金

額
期

間

全
　
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

な
ら

１
０

０
年

会
館

の
管

理
に

要
す

る
経

費

令
和

６
年

度

令
和

８
年

度

協
定
に

基
づ
き

決
定
し

た
指
定

期
間
中

に
お
け

る
管
理

に
要
す

る
額

協
定
に

基
づ
き

決
定
し

た
指
定

期
間
中

に
お
け

る
管
理

に
要
す

る
額

限
度
額

に
同

じ
全

　
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
東

里
地

域
ふ

れ
あ

い
会

館
の

管
理

に
要

す
る

経
費

令
和

６
年

度

令
和

年
度

協
定
に

基
づ
き

決
定
し

た
指
定

期
間
中

に
お
け

る
管
理

に
要
す

る
額

限
度
額

に
同

じ
全

　
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
佐

保
地

域
ふ

れ
あ

い
会

館
の

管
理

に
要

す
る

経
費

令
和

６
年

度

令
和

年
度

協
定
に

基
づ
き

決
定
し

た
指
定

期
間
中

に
お
け

る
管
理

に
要
す

る
額

限
度
額

に
同

じ
全

　
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
伏

見
地

域
ふ

れ
あ

い
会

館
の

管
理

に
要

す
る

経
費

令
和

６
年

度

令
和

年
度

－76－



か
ら

ま
で

か
ら

ま
で

か
ら

ま
で

か
ら

ま
で

か
ら

ま
で

か
ら

ま
で

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
青

少
年

野
外

活
動

セ
ン

タ
ー

の
管

理
に

要
す

る
経

費

令
和

６
年

度

令
和

年
度

協
定
に

基
づ
き

決
定
し

た
指
定

期
間
中

に
お
け

る
管
理

に
要
す

る
額

限
度
額

に
同

じ
全

　
額

限
度
額

に
同

じ
全

　
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
西

部
会

館
市

民
ホ

ー
ル

の
管

理
に

要
す

る
経

費

令
和

６
年

度

令
和

年
度

協
定
に

基
づ
き

決
定
し

た
指
定

期
間
中

に
お
け

る
管
理

に
要
す

る
額

全
　
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
美

術
館

の
管

理
に

要
す

る
経

費

令
和

６
年

度

令
和

８
年

度

全
　
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
北

部
会

館
市

民
文

化
ホ

ー
ル

の
管

理
に

要
す

る
経

費

令
和

６
年

度

令
和

年
度

協
定
に

基
づ
き

決
定
し

た
指
定

期
間
中

に
お
け

る
管
理

に
要
す

る
額

限
度
額

に
同

じ

限
度
額

に
同

じ
全

　
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
緑

ヶ
丘

球
場

ほ
か

施
設

の
管

理
に

要
す

る
経

費

令
和

６
年

度

令
和

８
年

度

協
定
に

基
づ
き

決
定
し

た
指
定

期
間
中

に
お
け

る
管
理

に
要
す

る
額

限
度
額

に
同

じ
全

　
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
営

西
部

会
館

駐
車

場
の

管
理

に
要

す
る

経
費

令
和

６
年

度

令
和

８
年

度

協
定
に

基
づ
き

決
定
し

た
指
定

期
間
中

に
お
け

る
管
理

に
要
す

る
額

協
定
に

基
づ
き

決
定
し

た
指
定

期
間
中

に
お
け

る
管
理

に
要
す

る
額

限
度
額

に
同

じ

か
ら

ま
で

か
ら

ま
で

か
ら

ま
で

か
ら

ま
で

か
ら

ま
で

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
明

治
地

域
ふ

れ
あ

い
会

館
の

管
理

に
要

す
る

経
費

令
和

６
年

度

令
和

年
度

協
定
に

基
づ
き

決
定
し

た
指
定

期
間
中

に
お
け

る
管
理

に
要
す

る
額

限
度
額

に
同

じ

金
額

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他

全
　
額

限
度
額

に
同

じ

左
の

財
源

内
訳

前
年

度
末

ま
で
の

支
出

（
見

込
）
額

当
該

年
度

以
降

の
支

出
予

定
額

事
項

限
度

額
特

定
財

源
一

般
財

源
期

間
金

額
期

間

全
　
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

な
ら

１
０

０
年

会
館

の
管

理
に

要
す

る
経

費

令
和

６
年

度

令
和

８
年

度

協
定
に

基
づ
き

決
定
し

た
指
定

期
間
中

に
お
け

る
管
理

に
要
す

る
額

協
定
に

基
づ
き

決
定
し

た
指
定

期
間
中

に
お
け

る
管
理

に
要
す

る
額

限
度
額

に
同

じ
全

　
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
東

里
地

域
ふ

れ
あ

い
会

館
の

管
理

に
要

す
る

経
費

令
和

６
年

度

令
和

年
度

協
定
に

基
づ
き

決
定
し

た
指
定

期
間
中

に
お
け

る
管
理

に
要
す

る
額

限
度
額

に
同

じ
全

　
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
佐

保
地

域
ふ

れ
あ

い
会

館
の

管
理

に
要

す
る

経
費

令
和

６
年

度

令
和

年
度

協
定
に

基
づ
き

決
定
し

た
指
定

期
間
中

に
お
け

る
管
理

に
要
す

る
額

限
度
額

に
同

じ
全

　
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
伏

見
地

域
ふ

れ
あ

い
会

館
の

管
理

に
要

す
る

経
費

令
和

６
年

度

令
和

年
度
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（
３

）
 地

方
債

の
前

前
年

度
末

に
お

け
る

現
在

高
並

び
に

前
年

度
末

及
び

当
該

年
度

末
に

お
け

る
現

在
高

の
見

込
み

に
関

す
る

調
書

（
　

単
位

　
千

円
　

）

補
　

　
　

　
　

　
　

　
正

　
　

　
　

　
　

　
　

前
補

　
　

　
　

　
　

　
　

正
　

　
　

　
　

　
　

　
後

区
分

当
該

年
度

中
増

減
見

込
み

当
該

年
度

中
増

減
見

込
み

 当
該

年
度

末
現

在
高

見
込

額
 当

該
年

度
末

現
在

高
見

込
額

当
該

年
度

中
起

債
見

込
額

当
該

年
度

中
起

債
見

込
額

１
．

普
通

債

（
１

）
土

木

合
計

か
ら

ま
で

か
ら

ま
で

協
定
に
基
づ
き

決
定
し
た
指
定

期
間
中
に
お
け

る
管
理
に
要
す

る
額

限
度

額

に
同
じ

全
　
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
黒

髪
山

キ
ャ

ン
プ

フ
ィ
ー

ル
ド

の
管

理
に

要
す

る
経

費

令
和

６
年

度

令
和

年
度

当
該

年
度

以
降

の
支

出
予

定
額

事
項

限
度

額
特

定
財

源
一

般
財

源
期

間
金

額
期

間
金

額
国

県
支

出
金

協
定
に
基
づ
き

決
定
し
た
指
定

期
間
中
に
お
け

る
管
理
に
要
す

る
額

全
　
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
生

涯
学

習
セ
ン
タ
ー

ほ
か

施
設

の
管

理
に

要
す

る
経

費

令
和

６
年

度
限
度
額

に
同

じ
令

和
年

度

左
の

財
源

内
訳

前
年

度
末

ま
で
の

支
出

（
見

込
）
額

地
方

債
そ

の
他
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（
３

）
 地

方
債

の
前

前
年

度
末

に
お

け
る

現
在

高
並

び
に

前
年

度
末

及
び

当
該

年
度

末
に

お
け

る
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見

込
み
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す
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（
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円
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正
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正
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増
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み
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年
度

中
増

減
見

込
み

 当
該

年
度

末
現
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高
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込

額
 当

該
年

度
末

現
在

高
見

込
額

当
該

年
度

中
起

債
見

込
額

当
該

年
度

中
起

債
見

込
額

１
．

普
通

債

（
１

）
土

木

合
計

か
ら

ま
で

か
ら

ま
で

協
定
に
基
づ
き

決
定
し
た
指
定

期
間
中
に
お
け

る
管
理
に
要
す

る
額

限
度

額

に
同
じ

全
　
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
黒

髪
山

キ
ャ

ン
プ

フ
ィ
ー

ル
ド

の
管

理
に

要
す

る
経

費

令
和

６
年

度

令
和

年
度

当
該

年
度

以
降

の
支

出
予

定
額

事
項

限
度

額
特

定
財

源
一

般
財

源
期

間
金

額
期

間
金

額
国

県
支

出
金

協
定
に
基
づ
き

決
定
し
た
指
定

期
間
中
に
お
け

る
管
理
に
要
す

る
額

全
　
額

指
定

管
理

者
に

よ
る

奈
良

市
生

涯
学

習
セ
ン
タ
ー

ほ
か

施
設

の
管

理
に

要
す

る
経

費

令
和

６
年

度
限
度
額

に
同

じ
令

和
年

度

左
の

財
源

内
訳

前
年

度
末

ま
で
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出
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見

込
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額
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方
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（
単
位
：
千
円
）

（
　

歳
　

入
　

）

繰
越

金

歳
　

　
入

　
　

合
　

　
計

(
1
)
国

民
健

康
保

険
特

別
会

計
歳

入
歳

出
補

正
予

算
事

項
別

明
細

書
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第
３

号
）

補
正

前
の

額
補

正
額

計
款

１
．

総
括

2
.
国

民
健

康
保

険
特

別
会

計
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（
　

歳
　

出
　

）

国
県

支
出
金

地
　
方
　
債

そ
　
の
　
他

諸
支

出
金

一
般

財
源

内
訳

繰
越

金

計

補
　
正
　
額
　
の
　
財
　
源
　
内
　
訳

特
　
　
定
　
　
財
　
　
源
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般
　
財
　
源
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前
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額

（
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出
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円
）
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出
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－81－



国
民

健
康

保
険

特
別

会
計

計

歳
計

剰
余

繰
越

金
繰

越
金

繰
越

金

第
６

款
繰

越
金

第
１

項
繰

越
金

２
．

歳
入

（
単

位
：

千
円
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計
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区
　
　
分

金
　
　
額
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－82－



国
民

健
康
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険

特
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定
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源
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健
康
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引
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：

千
円
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般
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還
金

利
子
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３
．
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出

第
７

款
諸

支
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金
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１
項

還
付
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還
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算

金

目
補
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額
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額
計
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説
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分
金

　
　

額

補
　

正
　

額
　

の
財

　
源
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（
　
歳
　
出
　
）

国
県
支
出
金

地
　
方
　
債

そ
　
の
　
他

西
大

寺
駅

南
地

区
土

地
区

画
整

理
事

業
費

△
5
0
,
3
4
1

△
5
0
,
3
4
1

Ｊ
Ｒ

奈
良

駅
南

地
区

土
地

区
画

整
理

事
業

費

－
－

計

補
　
正
　
額
　
の
　
財
　
源
　
内
　
訳

特
　
　
定
　
　
財
　
　
源

一
　
般
　
財
　
源

（
　
歳
　
出
　
）

（
単
位
：
千
円
）

補
正
額

歳
　
　
出
　
　
合
　
　
計

１
．

総
括

3
.
土

地
区

画
整

理
事

業
特

別
会

計
(
1
)
土

地
区

画
整

理
事

業
特

別
会

計
歳

出
補

正
予

算
事

項
別

明
細

書
（

第
１

号
）

款
補
正
前
の
額
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土
地

区
画

整
理

事
業

特
別

会
計

△
5
0
,
3
4
1

一
般

財
源

計
△

5
0
,
3
4
1

特
定

財
源

共
済

費
△

8
,
4
9
8

職
員

手
当

等
△

1
7
,
3
8
5

理
事

業
費

△
2
4
,
4
5
8

職
員

給
与

費
等

区
土

地
区

画
整

（
単

位
：

千
円

）

西
大

寺
駅

南
地

△
5
0
,
3
4
1

△
5
0
,
3
4
1

一
般

財
源

給
料

２
．

歳
 
出

第
１

款
西

大
寺

駅
南

地
区

土
地

区
画

整
理

事
業

費
第

１
項

西
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駅
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地

区
土
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区
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理
事

業
費

目
補

正
前

の
額
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正

額
計

節

説
　

　
　

　
　

　
　

明
区

　
　

分
金

　
　

額

補
　

正
　

額
　

の
財

　
源

　
内

　
訳
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業
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源

計
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理
事

業
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員

給
与

費
等
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区

土
地

区
画

（
単

位
：

千
円

）

Ｊ
Ｒ

奈
良

駅
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一
般

財
源

給
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第
２

款
Ｊ

Ｒ
奈

良
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土
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事
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項
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計
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区

　
　

分
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額

補
　

正
　

額
　

の
財

　
源

　
内

　
訳
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奈良市議案第１２５号

令和５年度奈良市水道事業会計
補正予算（第１号）　　　　　

（総則）

第１条　令和５年度奈良市水道事業会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第�２条　令和５年度奈良市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２条に定めた業

務の予定量を次のとおり補正する。

　　　　（項　　　目）　　　　（既決予定額）　�（補正予定額）　　　（計）

　４．主要な建設改良事業　　　 2,362,062千円　　△117,671千円　 2,244,391千円

　　(7）都祁地域建設改良費� 356,458千円	 △ 62,475千円	 293,983千円

　　(8）月ヶ瀬地域建設改良費� 166,130千円� △ 55,196千円	 110,934千円

（資本的収入及び支出）

第�３条　予算第４条本文括弧書中「不足する額１，９９４，０００千円」を「不足する額

１，９１６，３２７千円」に、「当年度分損益勘定留保資金５２６，８６２千円」を

「当年度分損益勘定留保資金４４９，１８９千円」に改め、資本的収入及び支出の予定

額を次のとおり補正する。

　　　　（科　　　目）　　　　（既決予定額）　 （補正予定額）　　　（計）

　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　　　入

　第１款　資 本 的 収 入	 1,733,000千円� △ 39,998千円� 1,693,002千円

　　第３項　補 助 金	  69,410千円	 △ 39,998千円� 29,412千円

　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　　　出

　第１款　資 本 的 支 出	 3,727,000千円� △117,671千円� 3,609,329千円

　　第１項　建 設 改 良 費	 2,576,678千円� △117,671千円� 2,459,007千円

（継続費）

第４条　予算第５条に定めた継続費を次のとおり改める。
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　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

款 項 事業名
補　　正　　前 補　　正　　後

総　額 年度 年割額 総　額 年度 年割額

資本的支出 建 設
改 良 費

都祁水道事業
中央監視制御
システム更新
工 事

436,700

４ 43,670

249,339

４ 43,670

５ 131,010 ５ 68,535

６ 262,020 ６ 137,134

月 ヶ 瀬 簡 易
水 道 事 業
中央監視制御
システム更新
工 事

257,400

４ 25,740

91,249

４ 25,740

５ 77,220 ５ 22,024

６ 154,440 ６ 43,485

千円 千円 千円 千円
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附　　属　　書　　類

１．令和５年度　奈良市水道事業会計補正予算（第１号）実施計画

２．令和５年度　奈良市水道事業会計補正予定キャッシュ・フロー計算書（第１号）

３．令和５年度　奈良市水道事業補正予定貸借対照表（第１号）

４．令和５年度　奈良市水道事業会計補正予算（第１号）参考書
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令和５年度奈良市水道事業会計
補正予算（第１号）実施計画　

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　　入

（単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

１．資本的収入 1,733,000 △39,998 1,693,002

３．補 助 金 69,410 △39,998 29,412

１．	国・県その
他 補 助 金 69,410 △39,998 29,412

支　　　　　　　　出

（単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

１．資本的支出 3,727,000 △117,671 3,609,329

１．建設改良費 2,576,678 △117,671 2,459,007

７．	都 祁 地 域	
建設改良費 357,008 △62,475 294,533

８．	月ヶ瀬地域	
建設改良費 166,730 △55,196 111,534
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令和５年度奈良市水道事業会計補正予定
キャッシュ・フロー計算書（第１号）　
（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

（単位：千円）

１．業務活動によるキャッシュ・フロー
　　　当年度純利益（△は純損失）� 52,904
　　　減価償却費� 2,983,773
　　　引当金の増減額（△は減少）� 75,929
　　　長期前受金戻入額� △ 1,257,596
　　　受取利息� △ 100
　　　支払利息� 163,411
　　　固定資産除却損（撤去工事費除く）� 250,147
　　　固定資産売却損益（△は益）� 409
　　　未収金の増減額（△は増加）� 196,065
　　　未収消費税等の増減額（△は増加）� △ 40,300
　　　未払消費税等の増減額（△は減少）� △ 28,805
　　　その他流動資産の増減額（△は増加）� 7
　　　小計� 2,395,844
　　　利息の受取額� 100
　　　利息の支払額� △ 163,411
　　　業務活動によるキャッシュ・フロー� 2,232,533

２．投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　有形固定資産の取得による支出� △ 2,806,948
　　　有形固定資産の売却による収入� 102
　　　補助金による収入� 126,652
　　　負担金による収入� 203,651
　　　分担金による収入� 253,437
　　　投資活動によるキャッシュ・フロー� △ 2,223,106

３．財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　一時借入れによる収入� 500,000
　　　一時借入金の返済による支出� △ 500,000
　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入� 1,165,300
　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出� △ 1,117,947
　　　財務活動によるキャッシュ・フロー� 47,353

　　　資 金 増 加 額� 56,780
　　　資金期首残高� 8,581,928
　　　資金期末残高� 8,638,708
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令和５年度奈良市水道事業補正予定貸借対照表（第１号）
（令和６年３月３１日）

（単位：千円）

資　 産　 の　 部

１．固　定　資　産
（1） 有 形 固 定 資 産
　　イ　土　　　　　　　地 4,155,133
　　ロ　建　　　　　　　物 4,583,980
　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 2,399,028 2,184,952
　　ハ　構　　　築　　　物 93,889,384
　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 51,731,724 42,157,660
　　ニ　機 械 及 び 装 置 20,734,742
　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 15,720,115 5,014,627
　　ホ　車　両　運　搬　具 122,477
　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 93,904 28,573
　　ヘ　器 具 備 品 168,154
　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 116,668 51,486
　　ト　建 設 仮 勘 定 988,990
　　　有 形 固 定 資 産 合 計 54,581,421
（2） 無 形 固 定 資 産
　　イ　ダ ム 使 用 権 16,232,312
　　ロ　ソ フ ト ウ ェ ア 1,560
　　ハ　その他無形固定資産 968,866
　　　無 形 固 定 資 産 合 計 17,202,738
（3） 投　　　　　　　　資
　　イ　出　　　資　　　金 3,175
　　　投　　資　　合　　計 3,175
　　固 定 資 産 合 計 71,787,334
２．流　動　資　産
（1） 現 金 預 金 8,638,708
（2） 未 収 金 706,534
　　　貸 倒 引 当 金 △ 36,235 670,299
（3） 貯 蔵 品 12,911
（4） 前 払 金 273,787
（5） そ の 他 流 動 資 産 22,462
　　流 動 資 産 合 計 9,618,167
　　資 産 合 計 81,405,501
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負　 債　 の　 部

３．固　定　負　債
（1） 企 業 債
　　イ　	建設改良費等の財源に

充てるための企業債 12,504,802
　　　企　業　債　合　計 12,504,802
（2） 引 当 金
　　イ　退 職 給 付 引 当 金 1,362,399
　　　引 当 金 合 計 1,362,399
　　固 定 負 債 合 計 13,867,201
４．流　動　負　債
（1） 企 業 債
　　イ　	建設改良費等の財源に

充てるための企業債 1,046,424
　　　企 業 債 合 計 1,046,424
（2） 未 払 金 1,346,062
（3） 前 受 金 16,785
（4） 引 当 金
　　イ　賞 与 引 当 金 104,943
　　　引 当 金 合 計 104,943
（5） 預 り 金 493,023
　　流 動 負 債 合 計 3,007,237
５．繰　延　収　益
（1） 長 期 前 受 金 54,040,274
（2） 収 益 化 累 計 額 △ 27,170,153 26,870,121
　　繰 延 収 益 合 計 26,870,121
　　負 債 合 計 43,744,559
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資　 本　 の　 部

６．資　　本　　金 15,982,951
７．剰　　余　　金
（1） 資　本　剰　余　金
　　イ　受 贈 財 産 評 価 額 1,364,952
　　ロ　諸 補 助 金 106,602
　　ハ　分 担 金 5,401,638
　　ニ　負担金その他諸収入 11,743,704
　　　資 本 剰 余 金 合 計 18,616,896
（2） 利 益 剰 余 金
　　イ　減 債 積 立 金 1,000,000
　　ロ　水 道 老 朽 施 設
　　　　更 新 積 立 金 2,000,000
　　ハ　当 年 度 未 処 分
　　　　利 益 剰 余 金 61,095
　　　利 益 剰 余 金 合 計 3,061,095
　　剰 余 金 合 計 21,677,991
　　資 本 合 計 37,660,942
　　負 債 資 本 合 計 81,405,501
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令和５年度奈良市水道事業会計
補正予算（第１号）参考書　　

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　　入

（単位：千円）

款 項 目 節 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

１．	資 本 的
収 入 1,733,000 △39,998 1,693,002

３．補 助 金 69,410 △39,998 29,412

１．	国・県その
他 補 助 金 69,410 △39,998 29,412

（1）	国・県その
他 補 助 金 69,410 △39,998 29,412

支　　　　　　　　出

（単位：千円）

款 項 目 節 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

１．	資 本 的
支 出 3,727,000 △117,671 3,609,329

１．	建 設	
改 良 費 2,576,678 △117,671 2,459,007

７．	都 祁 地 域	
建設改良費 357,008 △62,475 294,533

（25）	工 事	
請 負 費 346,258 △62,475 283,783

８．	月ヶ瀬地域	
建設改良費 166,730 △55,196 111,534

（25）	工 事	
請 負 費 166,130 △55,196 110,934
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奈良市議案第１２６号

奈良市情報通信技術を活用した行政の
推進に関する条例の制定について　　

　奈良市情報通信技術を活用した行政の推進に関する条例を次のように制定しようとする。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

　　　奈良市情報通信技術を活用した行政の推進に関する条例

　（目的）

第�１条　この条例は、市の機関等における行政手続等に関し、情報通信技術を利用する方

法により行うために必要となる共通の事項を定めることにより、市民の利便性の向上を

図るとともに行政運営の簡素化及び効率化を図ることを目的とする。

　（定義）

第�２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。

　⑴�　条例等　条例及び規則（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１２０条に規定

する会議規則、第１３０条第３項に規定する規則、第１３８条の４第２項に規定する

規程、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第１０条に規定する管理規程及

び議会の規程を含む。以下同じ。）をいう。

　⑵　市の機関等　次に掲げるものをいう。

　　ア�　地方自治法第２編第７章の規定に基づいて設置される市の執行機関、消防本部（

消防署を含む。）若しくは公営企業管理者若しくはこれらに置かれる機関若しくは

議会又はこれらの機関の職員であって法令若しくは条例等において独立に権限を行

使することを認められた職員

　　イ�　市の公の施設の管理を行う指定管理者（地方自治法第２４４条の２第３項に規定

する指定管理者をいう。）

　⑶�　書面等　書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形その
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他の人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をい

う。

　⑷�　署名等　署名、記名、自署、連署、押印その他氏名又は名称を書面等に記載するこ

とをいう。

　⑸�　電磁的記録　電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することがで

きない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるもの

をいう。

　⑹�　申請等　申請、届出その他の条例等の規定に基づき市の機関等に対して行われる通

知をいう。この場合において、経由機関（条例等の規定に基づき市の機関等以外の者

を経由して行われる申請等における当該市の機関等以外の者をいう。以下この条にお

いて同じ。）があるときは、当該申請等については、当該申請等をする者から経由機

関に対して行われるもの及び経由機関から他の経由機関又は当該申請等を受ける市の

機関等に対して行われるものごとに、それぞれ別の申請等とみなして、この条例の規

定を適用する。

　⑺�　処分通知等　処分（行政庁の処分その他公権力の行使に当たる行為をいう。）の通

知その他の条例等の規定に基づき市の機関等が行う通知（不特定の者に対して行うも

のを除く。）をいう。この場合において、経由機関があるときは、当該処分通知等に

ついては、当該処分通知等を行う市の機関等が経由機関に対して行うもの及び経由機

関が他の経由機関又は当該処分通知等を受ける者に対して行うものごとに、それぞれ

別の処分通知等とみなして、この条例の規定を適用する。

　⑻�　縦覧等　条例等の規定に基づき市の機関等が書面等又は電磁的記録に記録されてい

る事項を縦覧又は閲覧に供することをいう。

　⑼�　作成等　条例等の規定に基づき市の機関等が書面等又は電磁的記録を作成し、又は

保存することをいう。

　⑽�　手続等　申請等、処分通知等、縦覧等又は作成等をいう。

　（電子情報処理組織による申請等）

第�３条　市の機関等は、申請等のうち当該申請等に関する他の条例等の規定において書面

等により行うことその他の方法が規定されているものについては、当該条例等の規定に

かかわらず、規則で定めるところにより、規則で定める電子情報処理組織（市の機関等

の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）とその手続等の相手方の使
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用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。以下同じ。

）を使用する方法により行わせることができる。

２�　前項の電子情報処理組織を使用する方法により行われた申請等については、当該申請

等に関する他の条例等の規定に規定する方法により行われたものとみなして、当該条例

等その他の当該申請等に関する条例等の規定を適用する。

３�　第１項の電子情報処理組織を使用する方法により行われた申請等は、当該申請等を受

ける市の機関等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記録がされた時に当

該市の機関等に到達したものとみなす。

４�　市の機関等は、申請等のうち当該申請等に関する他の条例等の規定において署名等を

することが規定されているものを第１項の電子情報処理組織を使用する方法により行わ

せる場合には、当該署名等については、当該条例等の規定にかかわらず、電子情報処理

組織を使用した個人番号カード（行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第７項に規定する個人番号カー

ドをいう。以下同じ。）の利用その他の氏名又は名称を明らかにする措置であって規則

で定めるものをもって当該署名等に代えさせることができる。

５�　市の機関等は、申請等のうち当該申請等に関する他の条例等の規定において手数料、

使用料その他の収入金（以下「手数料等」という。）の納付の方法が規定されているも

のを第１項の電子情報処理組織を使用する方法により行わせる場合には、当該手数料等

の納付については、当該条例等の規定にかかわらず、電子情報処理組織を使用する方法

その他の情報通信技術を利用する方法であって規則で定めるものをもって行わせること

ができる。

６�　申請等をする者について対面により本人確認をするべき事情がある場合、申請等に係

る書面等のうちにその原本を確認する必要があるものがある場合その他の当該申請等の

うちに第１項の電子情報処理組織を使用する方法により行うことが困難又は著しく不適

当と認められる部分がある場合として規則で定める場合には、規則で定めるところによ

り、当該申請等のうち当該部分以外の部分につき、前各項の規定を適用する。この場合

において、第２項中「行われた申請等」とあるのは、「行われた申請等（第６項の規定

により前項の規定を適用する部分に限る。以下この項から第５項までにおいて同じ。）

」とする。

　（電子情報処理組織による処分通知等）
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第�４条　市の機関等は、処分通知等のうち当該処分通知等に関する他の条例等の規定にお

いて書面等により行うことその他のその方法が規定されているものについては、当該条

例等の規定にかかわらず、規則で定めるところにより、規則で定める電子情報処理組織

を使用する方法により行うことができる。ただし、当該処分通知等を受ける者が当該電

子情報処理組織を使用する方法により受ける旨の規則で定める方式による表示をする場

合に限る。

２�　前項の電子情報処理組織を使用する方法により行われた処分通知等については、当該

処分通知等に関する他の条例等の規定に規定する方法により行われたものとみなして、

当該条例等その他の当該処分通知等に関する条例等の規定を適用する。

３�　第１項の電子情報処理組織を使用する方法により行われた処分通知等は、当該処分通

知等を受ける者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記録がされた時に当

該処分通知等を受ける者に到達したものとみなす。

４�　市の機関等は、処分通知等のうち当該処分通知等に関する他の条例等の規定において

署名等をすることが規定されているものを第１項の電子情報処理組織を使用する方法に

より行う場合には、当該署名等については、当該条例等の規定にかかわらず、氏名又は

名称を明らかにする措置であって規則で定めるものをもって代えることができる。

５�　処分通知等を受ける者について対面により本人確認をするべき事情がある場合、処分

通知等に係る書面等のうちにその原本を交付する必要があるものがある場合その他の当

該処分通知等のうちに第１項の電子情報処理組織を使用する方法により行うことが困難

又は著しく不適当と認められる部分がある場合として規則で定める場合には、規則で定

めるところにより、当該処分通知等のうち当該部分以外の部分につき、前各項の規定を

適用する。この場合において、第２項中「行われた処分通知等」とあるのは、「行われ

た処分通知等（第５項の規定により前項の規定を適用する部分に限る。以下この項から

第４項までにおいて同じ。）」とする。

　（電磁的記録による縦覧等）

第�５条　市の機関等は、縦覧等のうち当該縦覧等に関する他の条例等の規定において書面

等により行うことが規定されているもの（申請等に基づくものを除く。）については、

当該条例等の規定にかかわらず、規則で定めるところにより、当該書面等に係る電磁的

記録に記録されている事項又は当該事項を記載した書類により行うことができる。

２�　前項の電磁的記録に記録されている事項又は書類により行われた縦覧等については、
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当該縦覧等に関する他の条例等の規定により書面等により行われたものとみなして、当

該条例等その他の当該縦覧等に関する条例等の規定を適用する。

　（電磁的記録による作成等）

第�６条　市の機関等は、作成等のうち当該作成等に関する他の条例等の規定において書面

等により行うことが規定されているものについては、当該条例等の規定にかかわらず、

規則で定めるところにより、当該書面等に係る電磁的記録により行うことができる。

２�　前項の電磁的記録により行われた作成等については、当該作成等に関する他の条例等

の規定により書面等により行われたものとみなして、当該条例等その他の当該作成等に

関する条例等の規定を適用する。

３�　市の機関等は、作成等のうち当該作成等に関する他の条例等の規定において署名等を

することが規定されているものを第１項の電磁的記録により行う場合には、当該署名等

については、当該条例等の規定にかかわらず、氏名又は名称を明らかにする措置であっ

て規則で定めるものをもって当該署名等に代えることができる。

　（適用除外）

第�７条　次に掲げる手続等については、第３条から前条までの規定は、適用しない。

　⑴�　手続等のうち、申請等に係る事項に虚偽がないかどうかを対面により確認する必要

があること、許可証その他の処分通知等に係る書面等を事業所に備え付ける必要があ

ることその他の事由により当該手続等を電子情報処理組織を使用する方法その他の情

報通信技術を利用する方法により行うことが適当でないものとして規則で定めるもの

　⑵�　手続等のうち当該手続等に関する他の条例等の規定において電子情報処理組織を使

用する方法その他の情報通信技術を利用する方法により行うことが規定されているも

の（第３条第１項、第４条第１項、第５条第１項又は前条第１項の規定に基づき行う

ことが規定されているものを除く。）

　（添付書面等の省略）

第�８条　市の機関等は、申請等をする者に係る住民票の写し、登記事項証明書その他の規

則で定める書面等であって当該申請等に関する他の条例等の規定において当該申請等に

際し併せて提出すべきことが規定されているものについては、当該条例等の規定にかか

わらず、市の機関等が、当該申請等をする者が行う電子情報処理組織を使用した個人番

号カードの利用その他の措置であって当該書面等の区分に応じ規則で定めるものにより

、直接に、又は電子情報処理組織を使用して、当該書面等により確認すべき事項に係る
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情報を入手し、又は参照することができる場合には、併せて提出することを要しないこ

ととすることができる。

　（委任）

第�９条　この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定め

る。

　　　附　則

　この条例は、公布の日から施行する。

　（提案理由）

　情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律の趣旨に鑑み、条例又は規則に基づ

く行政手続等について情報通信技術を利用する方法により行うために必要となる共通の事

項を定めようとするものである。
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奈良市議案第１２７号

奈良市特別職の職員の給与に関する条例等の一部改正について

　奈良市特別職の職員の給与に関する条例等の一部を次のように改正しようとする。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

　　　奈良市特別職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例

　（奈良市特別職の職員の給与に関する条例等の一部改正）

第	１条　次に掲げる条例の規定中「１００分の１２０」を「１００分の１２５」に、「１

００分の１６５」を「１００分の１７５」に改める。

　⑴　奈良市特別職の職員の給与に関する条例（昭和２７年奈良市条例第２９号）第６条

　⑵　教育長の給与に関する条例（昭和４５年奈良市条例第８号）第５条

　⑶　奈良市常勤の監査委員の給与に関する条例（平成４年奈良市条例第２号）第６条

　⑷	　奈良市公営企業管理者の給与に関する条例（昭和４１年奈良市条例第２９号）第５

条

第	２条　次に掲げる条例の規定中「１００分の１２５」を「１００分の１２２．５」に、

「１００分の１７５」を「１００分の１７０」に改める。

　⑴　奈良市特別職の職員の給与に関する条例第６条

　⑵　教育長の給与に関する条例第５条

　⑶　奈良市常勤の監査委員の給与に関する条例第６条

　⑷　奈良市公営企業管理者の給与に関する条例第５条

　　　附　則

　（施行期日等）

１	　この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和６年４月１日か

ら施行する。

２	　第１条の規定による改正後の同条各号に掲げる条例の規定（以下これらを「改正後の

特別職条例等の規定」という。）は、令和５年１２月１日から適用する。
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　（給与の内払）

３	　改正後の特別職条例等の規定を適用する場合には、第１条の規定による改正前の同条

各号に掲げる条例の規定に基づいて支給された給与は、それぞれ改正後の特別職条例等

の規定による給与の内払とみなす。

　（提案理由）

　市長、副市長、教育長、常勤の監査委員及び公営企業管理者の期末手当の支給割合の改

定を行おうとするものである。
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奈良市議案第１２８号

奈良市一般職の職員の給与に関する条例及び奈良市一般職の任期
付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一部改正について　

　奈良市一般職の職員の給与に関する条例及び奈良市一般職の任期付職員の採用及び給与

の特例に関する条例の一部を次のように改正しようとする。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

　　　�奈良市一般職の職員の給与に関する条例及び奈良市一般職の任期付職員の採用及び

給与の特例に関する条例の一部を改正する条例

　（奈良市一般職の職員の給与に関する条例の一部改正）

第�１条　奈良市一般職の職員の給与に関する条例（昭和３２年奈良市条例第２１号）の一

部を次のように改正する。

　�　第２４条第２項中「１００分の１２０」を「１００分の１２５」に改め、同条第３項

中「１００分の１２０」を「１００分の１２５」に、「１００分の６７．５」を「１０

０分の７０」に改める。

　�　第２５条第２項第１号中「１００分の１００」を「１００分の１０５」に改め、同項

第２号中「１００分の４７．５」を「１００分の５０」に改める。

　　別表第１を次のように改める。

　別表第１（第５条関係）

給　　料　　表
職員
の区
分

職務
の級 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級 10級

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額
円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

１ 162,100 208,000 240,900 271,600 295,400 323,100 365,500 410,300 459,900 523,100

２ 163,200 209,700 242,400 273,200 297,500 325,300 368,100 412,700 463,000 526,000

３ 164,400 211,400 243,800 274,700 299,500 327,500 370,500 415,200 466,000 529,100

４ 165,500 212,900 245,200 276,300 301,400 329,500 372,900 417,600 469,000 532,200
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５ 166,600 214,400 246,400 277,800 303,200 331,500 374,800 419,500 472,000 535,300

６ 167,700 216,200 248,000 279,500 305,000 333,500 377,300 421,600 475,000 537,600

７ 168,800 217,900 249,500 281,300 306,600 335,400 379,600 423,700 478,000 540,100

８ 169,900 219,600 250,900 283,100 308,200 337,300 382,100 425,900 481,100 542,500

          

９ 170,900 221,100 252,000 284,800 309,800 339,200 384,500 427,800 483,800 544,900

10 172,300 222,600 253,400 286,700 312,000 341,200 387,100 429,900 486,900 546,700

11 173,600 224,100 254,900 288,500 314,200 343,200 389,700 432,000 489,900 548,500

12 174,900 225,600 256,200 290,300 316,200 345,200 392,300 433,900 493,000 550,400

          

13 176,100 226,800 257,500 292,100 318,200 347,000 394,600 435,600 495,700 552,100

14 177,600 228,200 258,700 293,700 320,200 349,000 396,900 437,400 498,000 553,500

15 179,100 229,600 259,900 295,100 322,100 350,900 399,100 439,300 500,300 554,800

16 180,700 231,000 261,100 296,500 324,000 352,800 401,400 441,200 502,600 555,900

          

17 181,800 232,400 262,300 298,000 325,900 354,500 403,200 443,000 504,600 557,200

18 183,200 234,000 263,600 300,000 327,900 356,500 405,100 444,800 506,000 558,200

19 184,600 235,500 264,900 302,000 329,800 358,300 407,000 446,600 507,500 559,100

20 186,000 236,900 266,200 303,800 331,700 360,200 408,800 448,300 508,900 560,000

          

21 187,300 238,100 267,600 305,500 333,400 362,100 410,600 450,100 510,100 560,900

22 189,600 239,700 269,100 307,400 335,400 364,000 412,400 451,600 511,500  

23 191,800 241,200 270,700 309,300 337,400 365,900 414,200 453,000 513,000  

24 194,000 242,600 272,200 311,100 339,300 367,800 416,000 454,500 514,500  

         

25 196,200 243,600 273,800 312,800 340,700 369,700 417,600 455,900 515,600  

26 197,900 245,100 275,500 314,800 342,600 371,600 419,100 457,200 516,700  

27 199,400 246,400 277,100 316,800 344,500 373,500 420,600 458,500 517,900  

28 200,900 247,600 278,700 318,700 346,400 375,400 422,100 459,700 519,100  
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29 202,400 248,700 280,300 320,400 348,000 376,900 423,600 460,700 520,100  

30 203,800 249,700 281,800 322,400 349,900 378,700 424,900 461,400 521,000  

31 205,200 250,600 283,300 324,400 351,700 380,500 426,200 462,200 521,900  

32 206,600 251,500 284,800 326,400 353,500 382,100 427,400 462,900 522,800  

         

33 208,000 252,400 285,900 327,600 355,300 383,800 428,600 463,600 523,600  

34 209,300 253,300 287,500 329,600 357,100 385,200 429,900 464,400 524,500  

35 210,600 254,100 289,000 331,500 358,800 386,600 431,200 465,100 525,200  

36 211,900 254,900 290,500 333,500 360,500 388,000 432,400 465,700 525,700  

         

37 213,200 255,600 291,900 335,400 361,900 389,400 433,600 466,200 526,400  

38 214,400 256,700 293,500 337,300 363,200 390,600 434,400 466,800 527,000  

39 215,600 257,900 295,100 339,200 364,500 391,800 435,200 467,400 527,800  

40 216,700 259,000 296,700 341,100 365,900 392,800 436,000 468,000 528,400  

         

41 217,800 260,200 298,200 342,900 367,000 393,900 436,600 468,500 528,900  

42 218,900 261,400 299,800 344,800 367,900 395,100 437,300 469,000   

43 219,900 262,500 301,300 346,600 368,900 396,200 438,000 469,400   

44 220,900 263,600 302,800 348,400 370,000 397,300 438,700 469,700   

        

45 221,800 264,700 304,400 349,900 370,800 398,000 439,500 470,000   

46 222,700 265,800 306,000 351,300 371,700 398,700 440,300    

47 223,600 266,900 307,600 352,700 372,600 399,400 440,700    

48 224,500 267,900 309,100 354,200 373,400 400,100 441,400    

       

49 225,400 268,900 310,000 355,700 374,200 400,700 441,900    

50 226,300 269,900 311,500 356,500 375,000 401,300 442,300    

51 227,200 270,900 313,000 357,500 375,800 401,800 442,700    

52 228,100 271,800 314,600 358,500 376,500 402,200 443,100    
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53 228,900 272,700 316,200 359,400 377,200 402,600 443,500    

54 229,800 273,600 317,800 360,500 377,900 402,900 443,900    

55 230,700 274,500 319,300 361,400 378,600 403,200 444,300    

56 231,500 275,400 320,800 362,400 379,300 403,500 444,600    

       

57 231,800 276,300 322,200 363,300 379,800 403,800 444,900

定年

前再

任用

短時

間勤

務職

員以

外の

職員

58 232,600 277,200 323,400 364,000 380,400 404,100 445,300

59 233,300 278,100 324,500 364,700 381,000 404,400 445,600

60 233,900 279,000 325,600 365,300 381,700 404,700 445,900

       

61 234,500 280,000 326,300 365,700 382,100 405,000 446,200

62 235,200 281,000 327,200 366,300 382,800 405,300  

63 235,800 281,900 328,000 367,000 383,400 405,600  

64 236,300 282,800 328,800 367,700 384,000 405,900  

      

65 236,800 283,300 329,600 368,000 384,400 406,200

66 237,300 284,000 330,000 368,700 385,000 406,500

67 237,800 284,700 330,600 369,400 385,600 406,800

68 238,400 285,600 331,300 370,000 386,200 407,100

      

69 238,900 286,600 332,100 370,300 386,600 407,300

70 239,400 287,400 332,800 370,900 387,100 407,600

71 239,900 288,200 333,500 371,600 387,600 407,900

72 240,400 289,000 334,100 372,200 388,200 408,100

      

73 240,900 289,700 334,600 372,500 388,500 408,300

74 241,400 290,200 335,200 373,100 388,900 408,600

75 241,800 290,600 335,700 373,800 389,300 408,900

76 242,300 291,000 336,300 374,400 389,700 409,100
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77 242,800 291,200 336,600 374,800 390,000 409,300

78 243,300 291,500 337,100 375,300 390,300 409,600

79 243,800 291,700 337,500 375,900 390,600 409,900

80 244,300 292,000 337,900 376,400 390,800 410,100

      

81 244,700 292,200 338,300 376,900 391,000 410,300

82 245,200 292,400 338,800 377,500 391,300 410,600

83 245,600 292,700 339,300 378,000 391,600 410,900

84 246,000 292,900 339,800 378,300 391,800 411,100

      

85 246,400 293,200 340,100 378,700 392,000 411,300

86 246,800 293,500 340,500 379,200 392,300  

87 247,200 293,800 341,000 379,600 392,600  

88 247,600 294,100 341,400 380,000 392,800  

     

89 248,000 294,400 341,700 380,400 393,000

90 248,500 294,800 342,100 380,900 393,300

91 248,800 295,100 342,600 381,300 393,600

92 249,100 295,500 343,000 381,700 393,800

     

93 249,400 295,700 343,200 382,000 394,000

94  295,900 343,600   

95  296,200 344,100   

96  296,600 344,500   

97  296,800 344,700   

98  297,100 345,100   

99  297,500 345,500   

100  297,900 345,800   

－108－



101  298,100 346,100     

102  298,400 346,500     

103  298,800 346,900     

104  299,100 347,300     

105  299,300 347,800     

106  299,600 348,200     

107  300,000 348,600     

108  300,300 349,000     

109  300,500 349,500     

110  300,900 349,900     

111  301,300 350,200     

112  301,600 350,500     

113  301,800 351,000     

114  302,000      

115  302,300      

116  302,700      

117  302,900      

118  303,100      

119  303,400      

120  303,700      

121  304,100      

122  304,300      

123  304,600      

124  304,900      
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第�２条　奈良市一般職の職員の給与に関する条例の一部を次のように改正する。

　�　第２４条第２項中「１００分の１２５」を「１００分の１２２．５」に改め、同条第

３項中「１００分の１２５」を「１００分の１２２．５」に、「１００分の７０」を「

１００分の６８．７５」に改める。

　�　第２５条第２項第１号中「１００分の１０５」を「１００分の１０２．５」に改め、

同項第２号中「１００分の５０」を「１００分の４８．７５」に改める。

　（奈良市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一部改正）

第�３条　奈良市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（平成２４年奈良

市条例第９号）の一部を次のように改正する。

　�　第５条第１項の表中「３７６，０００」を「３８０，０００」に、「４２２，０００

」を「４２７，０００」に、「４７２，０００」を「４７７，０００」に、「５３３，

０００」を「５３９，０００」に、「６０８，０００」を「６１５，０００」に、「７

１０，０００」を「７１８，０００」に改める。

　�　第６条第２項中「１００分の１２０」を「１００分の１２５」に、「１００分の１６

５」を「１００分の１７５」に改める。

第�４条　奈良市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一部を次のよう

に改正する。

　�　第６条第２項中「１００分の１２５」を「１００分の１２２．５」に、「１００分の

１７５」を「１００分の１７０」に改める。

　　　附　則

　（施行期日等）

１�　この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条及び第４条の規定は、令和６年

４月１日から施行する。

125 305,200

定年

前再

任用

短時

間勤

務職

員　

基準給料
月額

基準給料
月額

基準給料
月額

基準給料
月額

基準給料
月額

基準給料
月額

基準給料
月額

基準給料
月額

基準給料
月額

基準給料
月額

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

188,700 216,200 256,200 275,600 290,700 316,200 358,000 391,200 442,400 522,800
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２�　第１条の規定による改正後の奈良市一般職の職員の給与に関する条例（以下「改正後

の給与条例」という。）別表第１の規定及び第３条の規定による改正後の奈良市一般職

の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（以下「改正後の任期付職員条例」と

いう。）第５条第１項の表の規定は令和５年４月１日から、改正後の給与条例第２４条

第２項及び第３項並びに第２５条第２項の規定並びに改正後の任期付職員条例第６条第

２項の規定は同年１２月１日から適用する。

　（給与の内払）

３�　改正後の給与条例又は改正後の任期付職員条例の規定を適用する場合には、第１条の

規定による改正前の奈良市一般職の職員の給与に関する条例の規定に基づいて支給され

た給与又は第３条の規定による改正前の奈良市一般職の任期付職員の採用及び給与の特

例に関する条例の規定に基づいて支給された給与は、それぞれ改正後の給与条例の規定

による給与又は改正後の任期付職員条例の規定による給与の内払とみなす。

　（委任）

４�　前項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。

　（提案理由）

　一般職の国家公務員の給与改定に準じ、一般職の職員及び特定任期付職員の給与並びに

暫定再任用職員、定年前再任用短時間勤務職員及び特定任期付職員を含む本市の一般職の

職員の期末手当等の改定を行おうとするものである。
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奈良市議案第１２９号

奈良市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例
の一部改正について　　　　　　　　　　　　　　　　　

　奈良市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を次のように改正しよ

うとする。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

　　　奈良市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例

　奈良市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年奈良市条例第１６

号）の一部を次のように改正する。

　第２条第１項中「宿日直手当、期末手当」の次に「、勤勉手当」を、「報酬、期末手当

」の次に「、勤勉手当」を加える。

　第１４条第２項中「及び第２４条」を「、次条、第２４条及び第２４条の２」に改める

。

　第１４条の２を第１４条の３とし、第１４条の次に次の１条を加える。

　（フルタイム会計年度任用職員の勤勉手当）

第�１４条の２　給与条例第２５条（第２項第２号及び第４項を除く。）の規定は、任期の

定めが６箇月以上のフルタイム会計年度任用職員について準用する。

２�　前条第２項及び第３項の規定は、前項の勤勉手当について準用する。この場合におい

て、同条第２項中「前項」とあり、及び同条第３項中「第１項」とあるのは、「次条第

１項」と読み替えるものとする。

　第２４条第１項中「この条」の次に「及び次条」を加える。

　第２４条の２を第２４条の３とし、第２４条の次に次の１条を加える。

　（パートタイム会計年度任用職員の勤勉手当）

第�２４条の２　給与条例第２５条（第２項第２号及び第４項を除く。）の規定は、任期の

定めが６箇月以上のパートタイム会計年度任用職員について準用する。この場合におい
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て、給与条例第２５条第３項中「給料の月額（育児短時間勤務職員にあつては、給料の

月額を育児短時間勤務算出率で除して得た額）及びこれに対する地域手当の月額の合計

額」とあるのは、「報酬の月額（日額又は時間額で報酬が定められたパートタイム会計

年度任用職員にあつては、それぞれその基準日（退職し、又は死亡した職員にあつては

、退職し、又は死亡した日）以前６箇月以内のパートタイム会計年度任用職員としての

在職期間における報酬（フルタイム会計年度任用職員との均衡を考慮して市長が規則で

定める額を除く。）の１箇月当たりの平均額）」と読み替えるものとする。

２�　前条第２項及び第３項の規定は、前項の勤勉手当について準用する。この場合におい

て、同条第２項中「前項」とあり、及び同条第３項中「第１項」とあるのは、「次条第

１項」と読み替えるものとする。

　第２５条第１項中「第１４条の２」を「第１４条の３」に改める。

　別表第１を次のように改める。

別表第１（第４条関係）

給　料　表

職務

の級
１　　級 ２　　級 ３　　級

号給 給料月額 給料月額 給料月額

円 円 円

１ １６２，１００ ２０８，０００ ２４０，９００

２ １６３，２００ ２０９，７００ ２４２，４００

３ １６４，４００ ２１１，４００ ２４３，８００

４ １６５，５００ ２１２，９００ ２４５，２００

５ １６６，６００ ２１４，４００ ２４６，４００

６ １６７，７００ ２１６，２００ ２４８，０００

７ １６８，８００ ２１７，９００ ２４９，５００

８ １６９，９００ ２１９，６００ ２５０，９００

９ １７０，９００ ２２１，１００ ２５２，０００

１０ １７２，３００ ２２２，６００ ２５３，４００

１１ １７３，６００ ２２４，１００ ２５４，９００

１２ １７４，９００ ２２５，６００ ２５６，２００

１３ １７６，１００ ２２６，８００ ２５７，５００
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１４ １７７，６００ ２２８，２００ ２５８，７００

１５ １７９，１００ ２２９，６００ ２５９，９００

１６ １８０，７００ ２３１，０００ ２６１，１００

１７ １８１，８００ ２３２，４００ ２６２，３００

１８ １８３，２００ ２３４，０００ ２６３，６００

１９ １８４，６００ ２３５，５００ ２６４，９００

２０ １８６，０００ ２３６，９００ ２６６，２００

２１ １８７，３００ ２３８，１００ ２６７，６００

２２ １８９，６００ ２３９，７００ ２６９，１００

２３ １９１，８００ ２４１，２００ ２７０，７００

２４ １９４，０００ ２４２，６００ ２７２，２００

２５ １９６，２００ ２４３，６００ ２７３，８００

２６ １９７，９００ ２４５，１００ ２７５，５００

２７ １９９，４００ ２４６，４００ ２７７，１００

２８ ２００，９００ ２４７，６００ ２７８，７００

２９ ２０２，４００ ２４８，７００ ２８０，３００

３０ ２０３，８００ ２４９，７００ ２８１，８００

３１ ２０５，２００ ２５０，６００ ２８３，３００

３２ ２０６，６００ ２５１，５００ ２８４，８００

３３ ２０８，０００ ２５２，４００ ２８５，９００

３４ ２０９，３００ ２５３，３００ ２８７，５００

３５ ２１０，６００ ２５４，１００ ２８９，０００

３６ ２１１，９００ ２５４，９００ ２９０，５００

３７ ２１３，２００ ２５５，６００ ２９１，９００

３８ ２１４，４００ ２５６，７００ ２９３，５００

３９ ２１５，６００ ２５７，９００ ２９５，１００

４０ ２１６，７００ ２５９，０００ ２９６，７００

４１ ２１７，８００ ２６０，２００ ２９８，２００

４２ ２１８，９００ ２６１，４００ ２９９，８００

４３ ２１９，９００ ２６２，５００ ３０１，３００

４４ ２２０，９００ ２６３，６００ ３０２，８００

４５ ２２１，８００ ２６４，７００ ３０４，４００
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４６ ２２２，７００ ２６５，８００ ３０６，０００

４７ ２２３，６００ ２６６，９００ ３０７，６００

４８ ２２４，５００ ２６７，９００ ３０９，１００

４９ ２２５，４００ ２６８，９００ ３１０，０００

５０ ２２６，３００ ２６９，９００ ３１１，５００

５１ ２２７，２００ ２７０，９００ ３１３，０００

５２ ２２８，１００ ２７１，８００ ３１４，６００

５３ ２２８，９００ ２７２，７００ ３１６，２００

５４ ２２９，８００ ２７３，６００ ３１７，８００

５５ ２３０，７００ ２７４，５００ ３１９，３００

５６ ２３１，５００ ２７５，４００ ３２０，８００

５７ ２３１，８００ ２７６，３００ ３２２，２００

５８ ２３２，６００ ２７７，２００ ３２３，４００

５９ ２３３，３００ ２７８，１００ ３２４，５００

６０ ２３３，９００ ２７９，０００ ３２５，６００

６１ ２３４，５００ ２８０，０００ ３２６，３００

６２ ２３５，２００ ２８１，０００ ３２７，２００

６３ ２３５，８００ ２８１，９００ ３２８，０００

６４ ２３６，３００ ２８２，８００ ３２８，８００

６５ ２３６，８００ ２８３，３００ ３２９，６００

６６ ２３７，３００ ２８４，０００ ３３０，０００

６７ ２３７，８００ ２８４，７００ ３３０，６００

６８ ２３８，４００ ２８５，６００ ３３１，３００

６９ ２３８，９００ ２８６，６００ ３３２，１００

７０ ２３９，４００ ２８７，４００ ３３２，８００

７１ ２３９，９００ ２８８，２００ ３３３，５００

７２ ２４０，４００ ２８９，０００ ３３４，１００

７３ ２４０，９００ ２８９，７００ ３３４，６００

７４ ２４１，４００ ２９０，２００ ３３５，２００

７５ ２４１，８００ ２９０，６００ ３３５，７００

７６ ２４２，３００ ２９１，０００ ３３６，３００

７７ ２４２，８００ ２９１，２００ ３３６，６００
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７８ ２４３，３００ ２９１，５００ ３３７，１００

７９ ２４３，８００ ２９１，７００ ３３７，５００

８０ ２４４，３００ ２９２，０００ ３３７，９００

８１ ２４４，７００ ２９２，２００ ３３８，３００

８２ ２４５，２００ ２９２，４００ ３３８，８００

８３ ２４５，６００ ２９２，７００ ３３９，３００

８４ ２４６，０００ ２９２，９００ ３３９，８００

８５ ２４６，４００ ２９３，２００ ３４０，１００

８６ ２４６，８００ ２９３，５００ ３４０，５００

８７ ２４７，２００ ２９３，８００ ３４１，０００

８８ ２４７，６００ ２９４，１００ ３４１，４００

８９ ２４８，０００ ２９４，４００ ３４１，７００

９０ ２４８，５００ ２９４，８００ ３４２，１００

９１ ２４８，８００ ２９５，１００ ３４２，６００

９２ ２４９，１００ ２９５，５００ ３４３，０００

９３ ２４９，４００ ２９５，７００ ３４３，２００

９４ ２９５，９００ ３４３，６００

９５ ２９６，２００ ３４４，１００

９６ ２９６，６００ ３４４，５００

９７ ２９６，８００ ３４４，７００

９８ ２９７，１００ ３４５，１００

９９ ２９７，５００ ３４５，５００

１００ ２９７，９００ ３４５，８００

１０１ ２９８，１００ ３４６，１００

１０２ ２９８，４００ ３４６，５００

１０３ ２９８，８００ ３４６，９００

１０４ ２９９，１００ ３４７，３００

１０５ ２９９，３００ ３４７，８００

１０６ ２９９，６００ ３４８，２００

１０７ ３００，０００ ３４８，６００

１０８ ３００，３００ ３４９，０００

１０９ ３００，５００ ３４９，５００
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１１０ ３００，９００ ３４９，９００

１１１ ３０１，３００ ３５０，２００

１１２ ３０１，６００ ３５０，５００

１１３ ３０１，８００ ３５１，０００

１１４ ３０２，０００

１１５ ３０２，３００

１１６ ３０２，７００

１１７ ３０２，９００

１１８ ３０３，１００

１１９ ３０３，４００

１２０ ３０３，７００

１２１ ３０４，１００

１２２ ３０４，３００

１２３ ３０４，６００

１２４ ３０４，９００

１２５ ３０５，２００

　　　附　則

　この条例は、令和６年４月１日から施行する。

　（提案理由）

　地方自治法の改正に伴い、会計年度任用職員に勤勉手当を支給するとともに、常勤職員

の給与改定に準じて給与の改定を行うため、所要の改正を行おうとするものである。

－117－



奈良市議案第１３０号

災害派遣手当等の支給に関する条例の一部改正について

　災害派遣手当等の支給に関する条例の一部を次のように改正しようとする。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

　　　災害派遣手当等の支給に関する条例の一部を改正する条例

　災害派遣手当等の支給に関する条例（平成８年奈良市条例第３１号）の一部を次のよう

に改正する。

　第１条中「第４４条」を「第２６条の８」に、「新型インフルエンザ等緊急事態派遣手

当」を「特定新型インフルエンザ等対策派遣手当」に改める。

　　　附　則

　この条例は、公布の日から施行する。

　（提案理由）

　新型インフルエンザ等対策特別措置法の改正に伴い、所要の文言整理を行おうとするも

のである。
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奈良市議案第１３１号

奈良市手数料条例の一部改正について

　奈良市手数料条例の一部を次のように改正しようとする。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

　　　奈良市手数料条例の一部を改正する条例

　奈良市手数料条例（平成１２年奈良市条例第４号）の一部を次のように改正する。

　別表第７項中「第１２０条第１項」の次に「、第１２０条の２第１項」を加え、「磁気

ディスクをもって調製された戸籍に記録されている事項の全部若しくは一部を証明した書

面」を「戸籍証明書」に改め、同項の次に次のように加える。

７の２ 戸籍電子証明

書提供用識別

符号発行手数

料

戸籍法第１２０条の３第２項の規定

に基づく戸籍電子証明書提供用識別

符号の発行（情報通信技術を活用し

た行政の推進等に関する法律（平成

１４年法律第１５１号）第７条第１

項の規定により同法第６条第１項に

規定する電子情報処理組織を使用す

る方法（総務省令で定めるものに限

る。以下この項において同じ。）に

より戸籍電子証明書提供用識別符号

の発行を行う場合（当該発行に係る

戸籍電子証明書の請求が同法第６条

第１項の規定により同項に規定する

電子情報処理組織を使用する方法に

より行われた場合に限る。）におけ

戸籍電子証明書提供用識

別符号１件につき

４００円
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る当該発行及び戸籍電子証明書提供

用識別符号の発行に係る戸籍電子証

明書の請求を行う者が同時に当該戸

籍電子証明書に記録された事項と同

一の事項が記載された戸籍の謄本若

しくは抄本又は戸籍証明書の請求を

行う場合における当該発行を除く。

）

　別表第９項中「第１２０条第１項」の次に「、第１２０条の２第１項」を加え、「磁気

ディスクをもって調製された除かれた戸籍に記録されている事項の全部若しくは一部を証

明した書面」を「除籍証明書」に改め、同項の次に次のように加える。

９の２ 除籍電子証明

書提供用識別

符号発行手数

料

戸籍法第１２０条の３第２項の規定

に基づく除籍電子証明書提供用識別

符号の発行（情報通信技術を活用し

た行政の推進等に関する法律第７条

第１項の規定により同法第６条第１

項に規定する電子情報処理組織を使

用する方法により除籍電子証明書提

供用識別符号の発行を行う場合（当

該発行に係る除籍電子証明書の請求

が同法第６条第１項の規定により同

項に規定する電子情報処理組織を使

用する方法により行われた場合に限

る。）における当該発行及び除籍電

子証明書提供用識別符号の発行に係

る除籍電子証明書の請求を行う者が	

同時に当該除籍電子証明書に記録さ	

れた事項と同一の事項が記載された	

除かれた戸籍の謄本若しくは抄本又

除籍電子証明書提供用識

別符号１件につき

７００円
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は除籍証明書の請求を行う場合にお	

ける当該発行を除く。）　　　　　

　別表第１１項中「交付又は」を「交付、」に改め、「事項の証明書の交付」の次に「又

は同法第１２０条の６第１項の規定に基づく届書等情報の内容の証明書の交付」を加える

。

　別表第１２項中「事務」の次に「又は同法第１２０条の６第１項の規定に基づく届書等

情報の内容を表示したものを閲覧に供する事務」を加える。

　　　附　則�

　この条例は、戸籍法の一部を改正する法律（令和元年法律第１７号）附則第１条第５号

の政令で定める日から施行する。

　（提案理由）

　戸籍法の一部改正に伴い、戸籍の謄本及び除かれた戸籍の謄本等の広域交付等に係る手

数料を新設しようとするものである。
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奈良市議案第１３２号

奈良市子ども医療費の助成に関する条例等の一部改正について

　奈良市子ども医療費の助成に関する条例等の一部を次のように改正しようとする。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

　　　奈良市子ども医療費の助成に関する条例等の一部を改正する条例

　（奈良市子ども医療費の助成に関する条例の一部改正）

第�１条　奈良市子ども医療費の助成に関する条例（昭和４８年奈良市条例第３号）の一部

を次のように改正する。

　�　第３条の２第２項中「（１５歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある者

に限る。）」を削る。

　（奈良市ひとり親家庭等医療費の助成に関する条例の一部改正）

第�２条　奈良市ひとり親家庭等医療費の助成に関する条例（昭和４８年奈良市条例第４号

）の一部を次のように改正する。

　�　第３条の２第２項中「１５歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある者」

を「１８歳未満の児童」に改める。

　（奈良市心身障害者医療費の助成に関する条例の一部改正）

第�３条　奈良市心身障害者医療費の助成に関する条例（昭和４７年奈良市条例第１２号）

の一部を次のように改正する。

　　第３条の２第２項中「１５歳」を「１８歳」に改める。

　　　附　則

　（施行期日）

１　この条例は、令和６年８月１日から施行する。

　（実施のための準備）

２�　この条例による改正後の奈良市子ども医療費の助成に関する条例第３条の２第２項、

奈良市ひとり親家庭等医療費の助成に関する条例第３条の２第２項及び奈良市心身障害

－122－



者医療費の助成に関する条例第３条の２第２項の規定により新たにこれらの規定の適用

を受けることになる者に係る医療費の助成に関し必要な行為は、この条例の施行の日（

以下「施行日」という。）前においても行うことができる。

　（経過措置）

３�　この条例による改正後の奈良市子ども医療費の助成に関する条例第３条の２第２項、

奈良市ひとり親家庭等医療費の助成に関する条例第３条の２第２項及び奈良市心身障害

者医療費の助成に関する条例第３条の２第２項の規定は、施行日以後に行われた医療に

係る医療費の助成について適用し、施行日前に行われた医療に係る医療費の助成につい

ては、なお従前の例による。

　（提案理由）

　現物給付方式による子ども医療費等の助成の対象を拡大するため、所要の規定の整備を

行おうとするものである。
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奈良市議案第１３３号

奈良市国民健康保険条例の一部改正について

　奈良市国民健康保険条例の一部を次のように改正しようとする。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

　　　奈良市国民健康保険条例の一部を改正する条例

　奈良市国民健康保険条例（昭和３４年奈良市条例第１３号）の一部を次のように改正す

る。

　第８条の３中「及び第１６条の３」を「、第１６条の３及び第１６条の４」に改め、同

条第２号エ中「及び第７２条の３の２第１項」を「、第７２条の３の２第１項及び第７２

条の３の３第１項」に、「繰入金及び」を「繰入金並びに」に改める。

　第１０条第１項中「附則第３５条の２の６第１１項又は第１５項」を「附則第３５条の

２の６第８項又は第１１項」に、「附則第３５条の２の６第１５項」を「附則第３５条の

２の６第１１項」に改める。

　第１２条の６の２中「及び第１６条の３」を「、第１６条の３及び第１６条の４」に改

め、同条第２号イ中「及び第７２条の３の２第１項」を「、第７２条の３の２第１項及び

第７２条の３の３第１項」に改める。

　第１２条の７中「第１６条」の次に「及び第１６条の４」を加え、同条第２号イ中「第

７２条の３第１項」の次に「及び第７２条の３の３第１項」を加える。

　第１５条第１項中「減少し、又は」を「減少し、若しくは」に改め、「）となつた」の

次に「若しくは特例対象被保険者等でなくなつた」を加え、「（被保険者数が増加若しく

は」を「（被保険者数が増加又は」に改め、「又は特例対象被保険者等となつた場合」を

削り、「世帯別平等割額を除く。）又は」を「世帯別平等割額を除く。）若しくは」に、

「に定める額若しくは同条第３項若しくは第４項の規定により読み替えて準用する同条第

１項各号に定める額」を「（同条第３項又は第４項の規定により読み替えて準用する場合

を含む。次項において同じ。）に定める額、第１６条の３第１項（同条第３項の規定によ
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り読み替えて準用する場合を含む。次項において同じ。）に定める第１２条若しくは第１

２条の５の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率にそれぞれ１０分の５を乗じて得た額

、第１６条の３第４項第１号（同条第６項の規定により読み替えて準用する場合を含む。

次項において同じ。）に定める額、第１６条の４第１項各号（同条第３項又は第４項の規

定により読み替えて準用する場合を含む。次項において同じ。）に定める額若しくは同条

第５項各号（同条第７項又は第８項の規定により読み替えて準用する場合を含む。次項に

おいて同じ。）に定める額」に、「とする。）又は」を「とする。）若しくは」に、「で

なくなつた日又は特例対象被保険者等となつた」を「でなくなつた日若しくは特例対象被

保険者等となつた若しくは特例対象被保険者等ではなくなつた」に改め、同条第２項中「

第１２条の６の６の額又は」を「第１２条の６の６の額若しくは」に、「若しくは同条第

３項若しくは第４項の規定により読み替えて準用する同条第１項の各号に定める額」を「

、第１６条の３第１項に定める第１２条若しくは第１２条の５の基礎賦課額の被保険者均

等割の保険料率にそれぞれ１０分の５を乗じて得た額、第１６条の３第４項第１号に定め

る額、第１６条の４第１項各号に定める額若しくは同条第５項各号に定める額」に改める

。

　第１６条第１項第１号中「附則第３５条の２の６第１１項又は第１５項」を「附則第３

５条の２の６第８項又は第１１項」に、「附則第３５条の２の６第１５項」を「附則第３

５条の２の６第１１項」に改める。

　第１６条の３第１項及び第４項第１号中「保険料額」を「保険料率」に改め、同条の次

に次の１条を加える。

　（出産被保険者の保険料の減額）

第�１６条の４　当該年度において、世帯に出産被保険者（国民健康保険法施行令第２９条

の７第５項第８号に規定する出産被保険者をいう。以下同じ。）がある場合における当

該世帯の納付義務者に対して課する保険料の賦課額のうち基礎賦課額は、第９条又は第

１２条の２の基礎賦課額から、次の各号の合算額を減額して得た額（当該減額して得た

額が６５万円を超える場合には、６５万円）とする（第５項に掲げる場合を除く。）。

　⑴�　当該出産被保険者に係る基礎控除後の総所得金額等に当該年度分の基礎賦課額の所

得割の保険料率を乗じて得た額に１２分の１を乗じて得た額に、当該出産被保険者の

出産の予定日（国民健康保険法施行規則第３２条の１０の２で定める場合には、出産

の日。第２１条の４第１項及び第２項において同じ。）の属する月（以下この号にお
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いて「出産予定月」という。）の前月（多胎妊娠の場合には、３月前）から出産予定

月の翌々月までの期間（以下「産前産後期間」という。）のうち当該年度に属する月

数を乗じて得た額

　⑵�　当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率に１２分の１を乗じて得た額

に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額

２�　第１２条第２項の規定は、前項各号に定めるところにより算定した額の決定について

準用する。この場合において、第１２条第２項の規定中「保険料率」とあるのは「額」

と読み替えるものとする。

３�　前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。この場合にお

いて、第１項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援金等賦課額」と、「第９条

又は第１２条の２」とあるのは「第１２条の６の３又は第１２条の６の６」と、「６５

万円」とあるのは「２０万円」と、前項中「第１２条」とあるのは「第１２条の６の５

」と読み替えるものとする。

４�　第１項及び第２項の規定は、介護納付金賦課額の減額について準用する。この場合に

おいて、第１項中「規定する出産被保険者をいう。以下同じ。」とあるのは「規定する

出産被保険者（介護納付金賦課被保険者である者に限る。）をいう。以下この項におい

て同じ。」と、「基礎賦課額」とあるのは「介護納付金賦課額」と、「第９条又は第１

２条の２」とあるのは「第１２条の８」と、「６５万円」とあるのは「１７万円」と、

第２項中「第１２条」とあるのは「第１２条の１１」と読み替えるものとする。

５�　当該年度において、第１６条に規定する基準に従い保険料を減額するものとした納付

義務者の世帯に出産被保険者がある場合における当該世帯の納付義務者に対して課する

保険料の賦課額のうち基礎賦課額は、当該減額後の第９条又は第１２条の２の基礎賦課

額から、次の各号の合算額を減額して得た額（当該減額して得た額が６５万円を超える

場合には、６５万円）とする。

　⑴�　当該出産被保険者に係る基礎控除後の総所得金額等に当該年度分の基礎賦課額の所

得割の保険料率を乗じて得た額に１２分の１を乗じて得た額に、当該出産被保険者の

産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額

　⑵�　当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率から、当該保険料率に第１６

条第１項各号に規定する場合に応じてそれぞれ同項各号アに掲げる割合を乗じて得た

額を控除して得た額に１２分の１を乗じて得た額に、当該出産被保険者の産前産後期
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間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額

６�　第１２条第２項の規定は、前項各号に定めるところにより算定した額の決定について

準用する。この場合において、第１２条第２項の規定中「保険料率」とあるのは「額」

と読み替えるものとする。

７�　前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。この場合にお

いて、第５項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援金等賦課額」と、「第９条

又は第１２条の２」とあるのは「第１２条の６の３又は第１２条の６の６」と、「６５

万円」とあるのは「２０万円」と、前項中「第１２条」とあるのは「第１２条の６の５

」と読み替えるものとする。

８�　第５項及び第６項の規定は、介護納付金賦課額の減額について準用する。この場合に

おいて、第５項中「出産被保険者」とあるのは「出産被保険者（介護納付金賦課被保険

者である者に限る。以下この項において同じ。）」と、「基礎賦課額」とあるのは「介

護納付金賦課額」と、「第９条又は第１２条の２」とあるのは「第１２条の８」と、「

６５万円」とあるのは「１７万円」と、第６項中「第１２条」とあるのは「第１２条の

１１」と読み替えるものとする。

　第２１条の３の次に次の１条を加える。

　（出産被保険者に関する届出）

第�２１条の４　出産被保険者の属する世帯の世帯主は、次に掲げる事項を記載した届書を

市長に提出しなければならない。

　⑴　世帯主の氏名、住所、生年月日及び個人番号

　⑵　出産被保険者の氏名、住所、生年月日及び個人番号

　⑶　出産の予定日

　⑷　単胎妊娠又は多胎妊娠の別

２�　前項の届書には、次に掲げる書類を添えなければならない。

　⑴　出産の予定日を明らかにすることができる書類

　⑵　多胎妊娠の場合にあつては、その旨を明らかにすることができる書類

　⑶�　出産後に前項の規定による届出を行う場合にあつては、出産した被保険者と当該出

産に係る子との身分関係を明らかにすることができる書類

３�　第１項の規定による届出は、出産被保険者の出産の予定日の６月前から行うことがで

きる。
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４�　第１項の規定にかかわらず、市長が、出産被保険者について第１項各号に掲げる事項

及び第２項各号に掲げる書類において明らかにすべき事項を確認することができるとき

は、第１項の規定による届出を省略させることができる。

　　　附　則

　（施行期日）

１　この条例は、令和６年１月１日から施行する。

　（経過措置）

２�　この条例による改正後の奈良市国民健康保険条例第１６条の４の規定は、令和５年度

分の国民健康保険の保険料のうち令和６年１月以後の期間に係るもの及び令和６年度以

後の年度分の当該保険料について適用し、令和５年度分の当該保険料のうち令和５年１

２月以前の期間に係るもの及び令和４年度分までの当該保険料については、なお従前の

例による。

　（提案理由）

　国民健康保険法及び国民健康保険法施行令の一部改正により、出産被保険者に係る産前

産後期間相当分の保険料所得割額及び均等割額を減額しようとするものである。
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奈良市議案第１３４号

奈良市地域ふれあい会館条例の一部改正について

　奈良市地域ふれあい会館条例の一部を次のように改正しようとする。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

　　　奈良市地域ふれあい会館条例の一部を改正する条例

　奈良市地域ふれあい会館条例（平成８年奈良市条例第１２号）の一部を次のように改正

する。

　第２条の表に次のように加える。

　別表奈良市明治地域ふれあい会館の項の次に次のように加える。

　　　附　則

　この条例は、令和６年４月１日から施行する。

　（提案理由）

　二名地域ふれあい会館を新設するため、所要の規定の整備を行おうとするものである。

奈良市二名地域ふれあい会館 奈良市西登美ヶ丘五丁目３番９号

奈良市二名地域ふれあい会館 大会議室 ７７０

会議室Ａ ３００

会議室Ｂ ３００

会議室Ｃ ３００
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奈良市議案第１３５号

奈良市体育施設条例の一部改正について

　奈良市体育施設条例の一部を次のように改正しようとする。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

　　　奈良市体育施設条例の一部を改正する条例

　奈良市体育施設条例（昭和６０年奈良市条例第２４号）の一部を次のように改正する。

　第５条中「別表第１１」を「別表第１２」に改める。

　別表第１に次のように加える。

　別表第１の２中

「

を

ランニングステーション
奈良市鴻ノ池ランニングス

テーション

奈良市法蓮佐保山四丁目

４番６号

野球場 水曜日（その日が国民の祝日に

関する法律（昭和２３年法律第

１７８号）に規定する休日（以

下この表において「休日」とい

う。）に当たるときは、その日

後において、その日に最も近い

日曜日、土曜日又は休日でない

日）、休日の翌日（その日が日

曜日、土曜日及び休日に当たる

ときを除く。）及び１２月２６

日から翌年１月５日までを除く

日

午前９時から午後９時まで

。ただし、日曜日に使用す

る場合及びアマチュアスポ

ーツ以外のスポーツに使用

する場合は、午前９時から

午後５時まで。

体育館 午前９時から午後９時まで

。ただし、月ヶ瀬体育館及

び都祁体育館は、午前９時

から午後１０時まで。
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に

野球場 水曜日（その日が国民の祝日に

関する法律（昭和２３年法律第

１７８号）に規定する休日（以

下この表において「休日」とい

う。）に当たるときは、その日

後において、その日に最も近い

日曜日、土曜日又は休日でない

日）、休日の翌日（その日が日

曜日、土曜日及び休日に当たる

ときを除く。）及び１２月２６

日から翌年１月５日までを除く

日

午前９時から午後９時まで

。ただし、日曜日に使用す

る場合及びアマチュアスポ

ーツ以外のスポーツに使用

する場合は、午前９時から

午後５時まで。

体育館 午前９時から午後９時まで

。ただし、月ヶ瀬体育館及

び都祁体育館は、午前９時

から午後１０時まで。

武道場 午前９時から午後９時まで

弓道場

クラブハウス

陸上競技場

スケートボードパー

ク

武道場 午前９時から午後９時まで

弓道場

クラブハウス

陸上競技場

スケートボードパー

ク

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

「
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ランニングステーシ

ョン
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

改める。

　別表第１１の次に次の１表を加える。

別表第１２（第５条関係）

　　　附　則

　この条例は、規則で定める日から施行する。

　（提案理由）

　鴻ノ池運動公園内に、新たに鴻ノ池ランニングステーションを設置することに伴い、所

要の規定の整備を行おうとするものである。

区分
全日

９：００～２１：００

円
個人使用

（１人当たり） ４００

独占使用 ２８，０００

備考

　１	　使用時間を超えたときの使用料は、１時間（１時間に満たないときは、１時

間とみなす。）につき、当該使用料の額の１時間相当額とする。

　２	　小学校の児童、中学校及び高等学校の生徒並びにこれらに準ずる者が使用す

る場合における使用料は、当該使用料の額の２分の１に相当する額とする。

　３	　土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律に規定する休日に使用する場合

の使用料は、当該使用料の額の２割増に相当する額とする。

　４	　使用料の額に１円未満の端数が生じたときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。

ランニングステーション使用料
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奈良市議案第１３６号

奈良市自転車駐車場条例の一部改正について

　奈良市自転車駐車場条例の一部を次のように改正しようとする。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

　　　奈良市自転車駐車場条例の一部を改正する条例

　奈良市自転車駐車場条例（昭和５９年奈良市条例第２９号）の一部を次のように改正す

る。

　第２条の表奈良市高の原第一自転車駐車場の項を削る。

　第３条第１号中「及び奈良市高の原第一自転車駐車場」を削る。

　別表の１の表中「、奈良市高の原第一自転車駐車場」を削る。

　　　附　則

　この条例は、令和６年４月１日から施行する。

　（提案理由）

　施設の老朽化及び施設運営の効率化のため、高の原第一自転車駐車場を廃止しようとす

るものである。
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奈良市議案第１３７号

奈良市営住宅条例等の一部改正について

　奈良市営住宅条例等の一部を次のように改正しようとする。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

　　　奈良市営住宅条例等の一部を改正する条例

　（奈良市営住宅条例の一部改正）

第�１条　奈良市営住宅条例（昭和６１年奈良市条例第１４号）の一部を次のように改正す

る。

　　目次中「第５０条」を「第５１条」に、「第５１条」を「第５２条」に改める。

　�　第６条第１項第１号クア中「又は配偶者暴力防止等法」を「、配偶者暴力防止等法」

に改める。

　　第７章中第５１条を第５２条とする。

　　第６章中第５０条を第５１条とし、第４９条の次に次の１条を加える。

　　（指定管理者）

　第�５０条　市長は、地方自治法第２４４条の２第３項の規定に基づき、次に掲げる市営

住宅及び共同施設の管理に関する業務を同項に規定する指定管理者に行わせることが

できる。

　　⑴　市営住宅の入居者の募集に関すること。

　　⑵　市営住宅の家賃の徴収に関すること。

　　⑶　市営住宅及び共同施設の維持、修繕及び改良に関すること。

　　⑷　市営住宅及び共同施設に係る環境整備に関すること。

　　⑸�　前２号に定めるもののほか、市営住宅及び共同施設の管理に関するもののうち市

長が定めるもの

　（奈良市改良住宅条例及び奈良市コミュニティ住宅条例の一部改正）

第�２条　次に掲げる条例の規定中「及び第５１条」を「、第５０条及び第５２条」に改め
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る。

　⑴　奈良市改良住宅条例（昭和４７年奈良市条例第４６号）第５条第１項

　⑵　奈良市コミュニティ住宅条例（平成４年奈良市条例第１５号）第６条第１項

　　　附　則

　この条例は、公布の日から施行する。

　（提案理由）

　市営住宅等の管理について、指定管理者制度の導入ができるよう、所要の改正を行おう

とするものである。
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奈良市議案第１３８号

奈良市病院事業の設置等に関する条例の一部改正について

　奈良市病院事業の設置等に関する条例の一部を次のように改正しようとする。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

　　　奈良市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例

　奈良市病院事業の設置等に関する条例（平成１５年奈良市条例第４７号）の一部を次の

ように改正する。

　第４条の２第１項第１号中「日曜日」の次に「及び土曜日」を加え、同項第４号を削り

、同条第２項を次のように改める。

２�　外来患者の診療の受付時間は、月曜日から金曜日までのそれぞれ午前８時３０分から

午前１１時３０分までとする。ただし、指定管理者は、指定管理者が別に定める診療科

について、午後１時３０分から午後４時までについても外来患者の診療の受付時間とす

ることができる。

　　　附　則

　この条例は、令和６年６月１日から施行する。

　（提案理由）

　良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を推進するため、市立奈良病院にお

いて、救急患者を除く外来患者の休診日に土曜日を加えようとするものである。
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奈良市議案第１３９号

財産の処分について

　次に掲げる財産を処分するものとする。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１．物 品 の 表 示

名　　称 種　　類 数　　量

貴金属 金地金 １，３９３．２ｇ

銀 ５，３１７．４ｇ

プラチナ 　　　２７．２ｇ

パラジウム １，６４９．１ｇ

２．譲 渡 価 格　　　２４，３６５，０７９円

３．契約の相手方　　　兵庫県佐用郡佐用町佐用２８４８番地２

　　　　　　　　　　　株式会社　碧木商店

　　　　　　　　　　　　代表取締役　碧木　栄基
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奈良市議案第１４０号

工事請負契約の締結について

　橋梁長寿命化修繕・耐震補強工事（西部第１１４１号線（無名橋０２４）他）について、

次のとおり工事請負契約を締結するものとする。

　ただし、設計変更に伴い必要があるときは、請負金額の５パーセント以内において変更

することができる。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　契 約 の 目 的　　橋梁長寿命化修繕・耐震補強工事

　　　　　　　　　　（西部第１１４１号線（無名橋０２４）他）

２　契 約 の 方 法　　一般競争入札

３　契 約 金 額　　３７２，９００，０００円

４　契約の相手方　　兵庫県神戸市東灘区深江浜町１４番地４

　　　　　　　　　　関西化工建設株式会社

　　　　　　　　　　　代表取締役　土橋　俊之

�
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橋梁長寿命化修繕・耐震補強工事　　　　　　　
　（西部第１１４１号線（無名橋０２４）他）の概要

１．工事場所　　奈良市中町地内他

２．工事規模　　橋梁長寿命化修繕・耐震補強工事　

　　　　　　　　　（無名橋０２４）　　　橋長　Ｌ＝４５．５ｍ

　　　　　　　　　（１号跨道橋）　　　　橋長　Ｌ＝３８．１ｍ

　　　　　　　　　（３号跨道橋）　　　　橋長　Ｌ＝３５．２ｍ

　　　　　　　　　工場製作工　　　　　　一式

　　　　　　　　　工場製品輸送工　　　　一式

　　　　　　　　　舗装工　　　　　　　　一式

　　　　　　　　　区画線工　　　　　　　一式

　　　　　　　　　橋梁付属物工　　　　　一式

　　　　　　　　　橋梁補修工　　　　　　一式

　　　　　　　　　橋梁耐震補強工　　　　一式

　　　　　　　　　仮設工　　　　　　　　一式

３．工　　期　　契約の日から令和７年３月３１日まで
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奈良市議案第１４１号

工事請負契約の締結について

　ＪＲ奈良駅南特定土地区画整理事業雨水調整池築造工事について、次のとおり工事請負

契約を締結するものとする。

　ただし、設計変更に伴い必要があるときは、請負金額の５パーセント以内において変更

することができる。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　契 約 の 目 的　　ＪＲ奈良駅南特定土地区画整理事業雨水調整池築造工事

２　契 約 の 方 法　　指名競争入札

３　契 約 金 額　　２８８，８７２，１００円

４　契約の相手方　　奈良市三条大路二丁目１番６６号

　　　　　　　　　　ＪＲ奈良駅南特定土地区画整理事業雨水調整池築造工事

　　　　　　　　　　平井建設・森本工業特定建設工事共同企業体

　　　　　　　　　　　代表者　平井建設株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　平井　克

　　　　　　　　　　　　　　　森本工業株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　森本　勝斗
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ＪＲ奈良駅南特定土地区画整理事業雨水調整池築造工事の概要

１．工事場所　　奈良市大安寺七丁目地内

２．工事規模　　雨水調整池築造工　　　　一式

３．工　　期　　契約の日から令和８年３月３１日まで
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奈良市議案第１４２号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市東寺林町３８番地

　　　奈良市ならまちセンター

２　指定管理者の所在地及び名称

　　奈良市三条本町１３番１号

　　　一般財団法人奈良市総合財団

　　　理事長　西谷　忠雄

３　指定管理者の指定の期間

　　令和６年４月１日から令和９年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市ならまちセンター条例第５条に規定する事業の実施に関すること。

　⑵　奈良市ならまちセンター市民文化ホールの使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶�　奈良市ならまちセンター市民文化ホールの施設及び附属設備の維持管理に関するこ

と。

　⑷　その他市長が定めること。
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奈良市議案第１４３号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市高畑町６００番地の１

　　　入江泰𠮷記念奈良市写真美術館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　奈良市三条本町１３番１号

　　　一般財団法人奈良市総合財団

　　　理事長　西谷　忠雄

３　指定管理者の指定の期間

　　令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　入江泰𠮷記念奈良市写真美術館条例第３条に規定する事業の実施に関すること。

　⑵　入江泰𠮷記念奈良市写真美術館の使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　入江泰𠮷記念奈良市写真美術館の駐車場の供用に関すること。

　⑷　入江泰𠮷記念奈良市写真美術館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑸　その他市長が定めること。

－149－



奈良市議案第１４４号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市水門町４９番地の２

　　　入江泰𠮷旧居

２　指定管理者の所在地及び名称

　　奈良市三条本町１３番１号

　　　一般財団法人奈良市総合財団

　　　理事長　西谷　忠雄

３　指定管理者の指定の期間

　　令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市入江泰𠮷旧居条例第３条に規定する事業の実施に関すること。

　⑵　入江泰𠮷旧居の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。

－150－



奈良市議案第１４５号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市鳴川町３２番地の１

　　　奈良市音
おんじょう

声館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　東京都豊島区西巣鴨３丁目２０番地の１

　　　大正大学地域連携教育推進協議会

　　　学校法人大正大学

　　　理事長　岡本　宣丈

３　指定管理者の指定の期間

　　令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市音
おんじょう

声館条例第３条に規定する事業の実施に関すること。

　⑵　奈良市音
おんじょう

声館の使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　奈良市音
おんじょう

声館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他市長が定めること。

－151－



奈良市議案第１４６号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市南京終町２０１番地の１２

　　　奈良市済美地域ふれあい会館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　済美地区自治連合会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市済美地域ふれあい会館の利用に関すること。

　⑵　奈良市済美地域ふれあい会館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。

－152－



奈良市議案第１４７号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市丹生町８４７番地

　　　奈良市柳生地域ふれあい会館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　丹生町自治会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市柳生地域ふれあい会館の利用に関すること。

　⑵　奈良市柳生地域ふれあい会館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。

－153－



奈良市議案第１４８号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市中山町西二丁目１０１２番地の１

　　　奈良市とみの里地域ふれあい会館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　東登美ヶ丘地区自治連合会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市とみの里地域ふれあい会館の利用に関すること。

　⑵　奈良市とみの里地域ふれあい会館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。

－154－



奈良市議案第１４９号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市右京三丁目１８番地

　　　奈良市右京地域ふれあい会館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　右京地区自治連合会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市右京地域ふれあい会館の利用に関すること。

　⑵　奈良市右京地域ふれあい会館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。

－155－





奈良市議案第１５１号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市朱雀二丁目１２番地

　　　奈良市朱雀地域ふれあい会館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　朱雀地区自治連合会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市朱雀地域ふれあい会館の利用に関すること。

　⑵　奈良市朱雀地域ふれあい会館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。

－157－



奈良市議案第１５２号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市古市町９９番地の１

　　　奈良市東市地域ふれあい会館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　東市地区自治連合会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市東市地域ふれあい会館の利用に関すること。

　⑵　奈良市東市地域ふれあい会館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。

－158－



奈良市議案第１５３号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市左京五丁目４番地の１

　　　奈良市左京地域ふれあい会館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　左京地区自治連合会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市左京地域ふれあい会館の利用に関すること。

　⑵　奈良市左京地域ふれあい会館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。

－159－



奈良市議案第１５４号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市百楽園四丁目１番２０－５号

　　　奈良市青和地域ふれあい会館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　青和地区自治連合会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市青和地域ふれあい会館の利用に関すること。

　⑵　奈良市青和地域ふれあい会館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。

－160－



奈良市議案第１５５号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市法蓮町３９１番地の４

　　　奈良市佐保川地域ふれあい会館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　佐保川地区自治連合会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市佐保川地域ふれあい会館の利用に関すること。

　⑵　奈良市佐保川地域ふれあい会館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。

－161－





奈良市議案第１５７号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市月ヶ瀬月瀬３５６番地の２

　　　奈良市月瀬地域ふれあい会館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　月瀬自治会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市月瀬地域ふれあい会館の利用に関すること。

　⑵　奈良市月瀬地域ふれあい会館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。

－163－



奈良市議案第１５８号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市西大寺東町一丁目１番１５号

　　　奈良市西大寺北地域ふれあい会館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　西大寺北地区自治連合会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市西大寺北地域ふれあい会館の利用に関すること。

　⑵　奈良市西大寺北地域ふれあい会館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。

－164－



奈良市議案第１５９号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市佐保台二丁目９０２番地の２３９

　　　奈良市佐保台地域ふれあい会館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　佐保台地区自治連合会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市佐保台地域ふれあい会館の利用に関すること。

　⑵　奈良市佐保台地域ふれあい会館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。

－165－



奈良市議案第１６０号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市四条大路五丁目２番４５号

　　　奈良市都跡地域ふれあい会館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　都跡地区自治連合会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市都跡地域ふれあい会館の利用に関すること。

　⑵　奈良市都跡地域ふれあい会館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。

－166－





奈良市議案第１６２号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市須川町７７６番地

　　　奈良市東里地域ふれあい会館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　東里地区自治連合会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市東里地域ふれあい会館の利用に関すること。

　⑵　奈良市東里地域ふれあい会館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。
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奈良市議案第１６３号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市法蓮町２９１番地の３

　　　奈良市佐保地域ふれあい会館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　佐保地域自治協議会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市佐保地域ふれあい会館の利用に関すること。

　⑵　奈良市佐保地域ふれあい会館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。

－169－



奈良市議案第１６４号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市菅原東一丁目２１番２１号

　　　奈良市伏見地域ふれあい会館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　伏見地区自治連合会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市伏見地域ふれあい会館の利用に関すること。

　⑵　奈良市伏見地域ふれあい会館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。
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奈良市議案第１６５号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市北永井町５０８番地の２

　　　奈良市明治地域ふれあい会館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　明治地区自治協議会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市明治地域ふれあい会館の利用に関すること。

　⑵　奈良市明治地域ふれあい会館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。
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奈良市議案第１６６号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市三条宮前町７番１号

　　　なら１００年会館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　奈良市三条本町１３番１号

　　　一般財団法人奈良市総合財団

　　　理事長　西谷　忠雄

３　指定管理者の指定の期間

　　令和６年４月１日から令和９年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　なら１００年会館条例第３条に規定する事業の実施に関すること。

　⑵　なら１００年会館（駐車場を除く。）の使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶�　なら１００年会館（駐車場を除く。）の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他市長が定めること。
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奈良市議案第１６７号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市三条宮前町７番１号

　　　なら１００年会館駐車場

２　指定管理者の所在地及び名称

　　東京都千代田区神田神保町二丁目４番地

　　　日本パーキング株式会社

　　　代表取締役　玉井　克彦

３　指定管理者の指定の期間

　　令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　駐車場の供用に関すること。

　⑵　駐車場の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。
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奈良市議案第１６８号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市学園南三丁目１番５号

　　　奈良市西部会館市民ホール

２　指定管理者の所在地及び名称

　　奈良市杉ヶ町２３番地

　　　公益財団法人奈良市生涯学習財団

　　　理事長　西谷　忠雄

３　指定管理者の指定の期間

　　令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市西部会館市民ホール条例第３条に規定する事業の実施に関すること。

　⑵　奈良市西部会館市民ホールの使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　奈良市西部会館市民ホールの施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他市長が定めること。
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奈良市議案第１６９号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市二条大路南一丁目３番１号

　　　奈良市美術館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　奈良市三条本町１３番１号

　　　一般財団法人奈良市総合財団

　　　理事長　西谷　忠雄

３　指定管理者の指定の期間

　　令和６年４月１日から令和９年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市美術館条例第３条に規定する事業の実施に関すること。

　⑵　奈良市美術館の使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　奈良市美術館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他市長が定めること。
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奈良市議案第１７０号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市右京一丁目１番地の４

　　　奈良市北部会館市民文化ホール

２　指定管理者の所在地及び名称

　　奈良市杏町７９番地の４

　　　社会福祉法人奈良市社会福祉協議会

　　　会長　西谷　忠雄

３　指定管理者の指定の期間

　　令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市北部会館条例第５条に規定する事業の実施に関すること。

　⑵　奈良市北部会館市民文化ホールの使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　奈良市北部会館市民文化ホールの施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他市長が定めること。
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奈良市議案第１７１号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　指定管理者を指定する公の施設

種　　別 名　　　　　称 所　　在　　地

野球場 奈良市緑ヶ丘球場 奈良市奈良阪町２８５１番地

体育館 奈良市西部生涯スポーツセンター
体育館 奈良市中町４８６０番地

屋外プール 奈良市青山プール 奈良市青山三丁目２番地

屋内プール 奈良市西部生涯スポーツセンター
屋内温水プール 奈良市中町４８６０番地

庭球場 奈良市黒谷コート 奈良市中町２８７７番地

奈良市平城第一コート 奈良市左京二丁目１番地

奈良市平城第二コート 奈良市朱雀二丁目１２番地

奈良市青山コート 奈良市青山三丁目２番地

奈良市佐保山コート 奈良市佐保台二丁目９０２番地	
の３７４

奈良市西部生涯スポーツセンター
コート 奈良市丸山一丁目９０５番地

球技場 奈良市黒谷球技場 奈良市中町２８７７番地

奈良市平城第一球技場 奈良市左京二丁目１番地

奈良市平城第二球技場 奈良市朱雀二丁目１２番地

奈良市奈良阪球技場 奈良市奈良阪町１３６７番地

奈良市登美ヶ丘球技場 奈良市北登美ヶ丘一丁目１７６１	
番地の２

奈良市西部生涯スポーツセンター
球技場 奈良市丸山一丁目９０５番地
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２　指定管理者の所在地及び名称

　　奈良市三条本町１３番１号

　　　一般財団法人奈良市総合財団

　　　理事長　西谷　忠雄

３　指定管理者の指定の期間

　　令和６年４月１日から令和９年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　体育施設の使用承認及び使用制限に関すること。

　⑵　施設及び設備の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。

ゲートボール場 奈良市西部生涯スポーツセンター
ゲートボール場

奈良市丸山一丁目１０７９番地	
の２３８

クラブハウス 奈良市西部生涯スポーツセンター
クラブハウス

奈良市丸山一丁目１０７９番地	
の２３８
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奈良市議案第１７２号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市都祁白石町１１６１番地

　　　奈良市都祁体育館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　奈良市三条本町１３番１号

　　　一般財団法人奈良市総合財団

　　　理事長　西谷　忠雄

３　指定管理者の指定の期間

　　令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　体育施設の使用承認及び使用制限に関すること。

　⑵　施設及び設備の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。
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奈良市議案第１７３号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　指定管理者を指定する公の施設

２　指定管理者の所在地及び名称

　　奈良市三条本町１３番１号

　　　一般財団法人奈良市総合財団

　　　理事長　西谷　忠雄

３　指定管理者の指定の期間

　　令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　体育施設の使用承認及び使用制限に関すること。

　⑵　施設及び設備の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。

種　　別 名　　　　　称 所　　在　　地

庭球場
奈良市都祁生涯スポーツセンター
コート

奈良市都祁馬場町８４６番地の５

球技場
奈良市都祁生涯スポーツセンター
球技場

奈良市都祁馬場町８４６番地の５

多目的コート
奈良市都祁生涯スポーツセンター
多目的コート

奈良市都祁馬場町８４６番地の５

クラブハウス
奈良市都祁生涯スポーツセンター
クラブハウス

奈良市都祁馬場町８４６番地の５
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奈良市議案第１７４号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市阪原町２５番地の１

　　　奈良市青少年野外活動センター

２　指定管理者の所在地及び名称

　　奈良市阪原町１７２５番地

　　　特定非営利活動法人奈良地域の学び推進機構

　　　理事長　上中　信幸　

３　指定管理者の指定の期間

　　令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市青少年野外活動センター条例第３条に規定する事業の実施に関すること。

　⑵　奈良市青少年野外活動センターの利用承認及び利用制限に関すること。

　⑶　奈良市青少年野外活動センターの施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他市長が定めること。
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奈良市議案第１７５号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市三条本町８番１号　

　　　奈良市営ＪＲ奈良駅第１駐車場

　　奈良市三条本町１８番地の１

　　　奈良市営ＪＲ奈良駅第２駐車場

２　指定管理者の所在地及び名称

　　東京都千代田区神田神保町二丁目４番地

　　　日本パーキング株式会社

　　　代表取締役　玉井　克彦

３　指定管理者の指定の期間

　　令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　駐車場の供用に関すること。

　⑵　駐車場の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。
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奈良市議案第１７６号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市学園南三丁目１番５号

　　　奈良市営西部会館駐車場

２　指定管理者の所在地及び名称

　　奈良市三条本町８番１号

　　　奈良市市街地開発株式会社

　　　取締役社長　西谷　忠雄

３　指定管理者の指定の期間

　　令和６年４月１日から令和９年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市営西部会館駐車場の供用に関すること。

　⑵　奈良市営西部会館駐車場の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。
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奈良市議案第１７７号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市杏町１４４番地　

　　　奈良市杏南第一駐車場

　　奈良市杏町７９番地の１

　　　奈良市杏南第二駐車場

　　奈良市杏町１０９番地

　　　奈良市杏南第三駐車場

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　杏南町自治会駐車場運営委員会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　駐車場の供用に関すること。

　⑵　駐車場の施設その他の工作物の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。
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奈良市議案第１７８号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市横井一丁目１１４番地の１　

　　　奈良市横井第二駐車場

　　奈良市横井一丁目６２５番地の４

　　　奈良市横井第三駐車場

　　奈良市横井一丁目７１２番地の１

　　　奈良市横井第四駐車場

　　奈良市横井一丁目６２０番地の３

　　　奈良市横井第五駐車場

　　奈良市横井一丁目６３７番地の５

　　　奈良市横井第六駐車場

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　奈良市横井町自治連合会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで
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４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　駐車場の供用に関すること。

　⑵　駐車場の施設その他の工作物の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。

�
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奈良市議案第１７９号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市八条一丁目７９２番地の４　

　　　奈良市八条第一駐車場

　　奈良市八条一丁目７８１番地の1

　　　奈良市八条第二駐車場

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　奈良市八条第二自治会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　駐車場の供用に関すること。

　⑵　駐車場の施設その他の工作物の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。
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奈良市議案第１８０号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市杏町２７５番地の４　

　　　奈良市杏中第一駐車場

　　奈良市杏町２７７番地の１

　　　奈良市杏中第二駐車場

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　奈良市杏中町駐車場運営委員会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　駐車場の供用に関すること。

　⑵　駐車場の施設その他の工作物の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。
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奈良市議案第１８１号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市川上町４１１番地の１　

　　　奈良市東之阪駐車場

　　

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　奈良市東之阪町自治会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　駐車場の供用に関すること。

　⑵　駐車場の施設その他の工作物の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。
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奈良市議案第１８２号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市元興寺町４４番地

　　　奈良市ならまち格子の家

２　指定管理者の所在地及び名称

　　奈良市中新屋町２番地の１

　　　奈良町にぎわいの家管理共同体

　　　公益社団法人奈良まちづくりセンター　

　　　理事長　藤野　正文

３　指定管理者の指定の期間

　　令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市ならまち格子の家条例第３条に規定する事業の実施に関すること。

　⑵　奈良市ならまち格子の家の利用制限に関すること。

　⑶　奈良市ならまち格子の家の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他市長が定めること。
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奈良市議案第１８３号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　指定管理者を指定する公の施設

２　指定管理者の所在地及び名称

　　奈良市針ヶ別所町６７０番地の１

　　　一般社団法人針ヶ別所未来開発

　　　代表理事　木村　好成

３　指定管理者の指定の期間

　　令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴�　奈良市都祁農畜産物処理加工施設及び奈良市都祁農林水産物処理加工施設の利用届

の受理及び利用制限に関すること。

　⑵�　奈良市都祁農畜産物処理加工施設及び奈良市都祁農林水産物処理加工施設の施設及

び附属設備の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。

名　　　　　称 所　　在　　地

奈良市都祁農畜産物処理加工施設 奈良市針ヶ別所町１０２５番地

奈良市都祁農林水産物処理加工施設 奈良市針ヶ別所町１０２５番地
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奈良市議案第１８４号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　指定管理者を指定する公の施設

名　　　　　称 所　　在　　地

奈良市生涯学習センター 奈良市杉ケ町２３番地

奈良市立中部公民館 奈良市上三条町２３番地の４

奈良市立西部公民館 奈良市学園南三丁目１番５号

奈良市立南部公民館 奈良市山町２７番地の１

奈良市立三笠公民館 奈良市大宮町四丁目３１３番地の３

奈良市立田原公民館 奈良市茗荷町１０７８番地の１

奈良市立富雄公民館 奈良市鳥見町二丁目９番地

奈良市立柳生公民館 奈良市柳生町３４０番地

奈良市立若草公民館 奈良市川上町５７５番地

奈良市立登美ケ丘公民館
奈良市中登美ケ丘三丁目４１６２番地の８１
・１９９４番地の１０

奈良市立興東公民館 奈良市大柳生町３６３３番地

奈良市立春日公民館 奈良市南京終町一丁目８６番地の１

奈良市立二名公民館 奈良市学園赤松町３６８４番地

奈良市立京西公民館 奈良市六条西一丁目３番４３－２号

奈良市立平城西公民館 奈良市神功四丁目２５番地

奈良市立伏見公民館 奈良市青野町二丁目１３番４号

奈良市立富雄南公民館 奈良市中町５０１番地の３
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２　指定管理者の所在地及び名称

　　奈良市杉ヶ町２３番地

　　　公益財団法人奈良市生涯学習財団

　　　理事長　西谷　忠雄

３　指定管理者の指定の期間

　　令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　公民館の事業の実施に関すること。

　⑵　公民館の使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　公民館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他教育委員会が定めること。

奈良市立平城公民館 奈良市秋篠町１４６８番地

奈良市立飛鳥公民館 奈良市紀寺町９８４番地

奈良市立都跡公民館 奈良市五条町２０４番地の１

奈良市立登美ケ丘南公民館 奈良市中山町西二丁目９２１番地の１

奈良市立平城東公民館 奈良市朱雀六丁目９番地の１

奈良市立月ヶ瀬公民館 奈良市月ヶ瀬尾山２８１５番地

奈良市立都祁公民館 奈良市針町２１９１番地
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奈良市議案第１８５号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市奈良阪町１７３１番地

　　　奈良市黒髪山キャンプフィールド

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　奈良市黒髪山キャンプフィールド運営協議会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市黒髪山キャンプフィールド条例第３条に規定する事業の実施に関すること。

　⑵　奈良市黒髪山キャンプフィールドの利用承認及び利用制限に関すること。

　⑶　奈良市黒髪山キャンプフィールドの施設及び附属設備等の維持管理に関すること。

　⑷　その他教育委員会が定めること。
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奈良市議案第１８６号

南山城村道路線認定に伴う承諾について

　次の南山城村道路線認定につき承諾いたしたいので、道路法（昭和２７年法律第１８０

号）第８条第４項の規定により議会の議決を求める。

　　令和５年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１．路 線 名　　南山城村道法ヶ平尾立石線

２．起 終 点　　起点：京都府相楽郡南山城村大字高尾小字三升７－６番　地先

　　　　　　　　　　　終点：奈良市邑地町２２５０番２　地先

　　　　　　　　　　　延長：２，５６１．５ｍ

　　　　　　　　　　　幅員：４．０ｍ�～�１３．２ｍ

３．奈良市域の区間　　起点：奈良市邑地町２２８５番１　地先

　　　　　　　　　　　終点：奈良市邑地町２２５０番２　地先

　　　　　　　　　　　延長：３３７．１ｍ

　　　　　　　　　　　幅員：４．２ｍ�～１１．５ｍ
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